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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  
(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １．売上高には消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２．平成15年３月期については、平成14年８月１日付で株式10株を１株とする株式併合を行なっております。 

３．平成15年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率は、１株当たり当

期純損失が計上されているため記載されておりません。 

４. 平成18年３月期より、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

５．平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

平成17年12月９日）を適用しております。 

６．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 11,642 12,300 25,418 35,070 41,398

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △763 783 2,537 5,158 6,965

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △1,586 1,121 2,827 6,779 5,758

純資産額 (百万円) 2,123 6,113 22,253 30,347 46,910

総資産額 (百万円) 3,833 22,650 56,789 90,516 131,411

１株当たり純資産額 (円) 182.35 223.23 671.76 916.22 939.24

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △136.20 66.72 92.48 204.66 185.51

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 66.69 91.57 ― ―

自己資本比率 (％) 55.4 27.0 39.2 33.5 21.5

自己資本利益率 (％) ― 27.2 19.9 25.8 19.6

株価収益率 (倍) ― 57.9 24.9 16.9 14.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,619 △7,187 △3,325 △522 △7,447

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △331 △435 1,623 △17,962 △27,643

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △0 10,454 3,172 20,103 37,682

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 726 3,556 5,026 6,644 9,263

従業員数
 (外、平均臨時従業員数)

(名)
74
(72)

231
( 77)

271
( 86)

365
(270)

475
(853)



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

 
(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成15年３月期については、平成14年８月１日付で株式10株を１株とする株式併合を行なっております。 

３．平成15年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率は、１株当たり当

期純損失が計上されているため記載しておりません。 

４. 平成18年３月期より、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

５．平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

平成17年12月９日）を適用しております。 

６．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 9,224 1,585 346 682 1,659

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) △921 35 20 307 967

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) △1,710 882 1,448 4,012 3,738

資本金 (百万円) 1,933 2,476 6,109 6,109 6,109

発行済株式総数 (株) 11,647,666 27,392,069 33,137,822 33,137,822 33,137,822

純資産額 (百万円) 2,001 5,120 18,270 22,262 20,061

総資産額 (百万円) 3,490 8,031 22,616 36,206 47,220

１株当たり純資産額 (円) 171.88 186.96 551.52 672.14 666.06

１株当たり配当額 
 (内１株当たり中間配当額)

(円)
―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △146.86 52.48 47.36 121.13 120.45

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 52.46 46.92 ― ―

自己資本比率 (％) 57.3 63.8 80.8 61.5 42.5

自己資本利益率 (％) ― 24.8 12.4 19.8 17.7

株価収益率 (倍) ― 73.5 48.7 28.6 21.6

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 
 (外、平均臨時従業員数)

(名)
56
(62)

４
(―)

５
(―)

９
 (１)

11
(１)



２ 【沿革】 

  

  当社は昭和50年８月、エレクトロニクス業界の成長とあわせて将来のエレクトロニクス業界の発展を
見通して電子部品の販売を目的として設立いたしました。その後、平成15年８月にパソコン関連製品販
売事業を分社化し、事業統括会社制へ移行、商号も「株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス」に変更
いたしました。 
設立から現在までの経緯は次のとおりであります。 

  

 
  

年月 事業内容

昭和50年８月 東京都新宿区に株式会社亜土電子工業を設立。(資本金２百万円)

昭和52年４月 東京都千代田区に本社を移転。

昭和62年１月 東京店頭市場に登録。

平成８年10月 株式会社ジェイ・ノードを50％出資で設立。

平成10年12月 第三者割当による増資(発行価額総額6,698百万円)を実施し、株式会社シーエスケイを含むシーエ

スケイグループ５社の出資比率67.0％となる。

平成11年８月 株式会社亜土電子工業から株式会社ＣＳＫ・エレクトロニクス(登記上：株式会社シーエスケイ・

エレクトロニクス)に商号変更。

平成11年10月 

平成13年２月

東京都千代田区にＴ・ＺＯＮＥ. ＰＣ ＤＩＹ ＳＨＯＰを開店。 

第三者割当による増資(発行価額総額17,988百万円)を実施し、株式会社シーエスケイの出資比率

82.8％となる。

平成13年５月 株式会社ジェイ・ノードの株式を追加取得し、100％子会社とする。

平成14年３月 株式会社ヴィーナスファンド・ホールディングスが公開買付により、株式会社シーエスケイから

株式を取得し、株式会社ヴィーナスファンド・ホールディングスの出資比率82.8％となる。

平成14年６月 株式会社ＣＳＫ・エレクトロニクスから株式会社Ｔ・ＺＯＮＥ．(登記上：株式会社ティー・ゾー

ン)に商号変更。

平成14年８月 株式併合により、資本の額を17,398百万円減少し、1,933百万円に変更。

平成15年４月 株式会社ストラテジィ及び日本アプレイザー株式会社の全株式を取得し、100％子会社とする。

平成15年４月 当社の100％出資により、金融・投資会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルを設立。

平成15年５月 マルマン株式会社の第三者割当に出資(出資総額448百万円)し、持分法適用関連会社とする。

平成15年８月 パソコン関連製品販売事業を分社化し、新設した事業統括会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥ ＤＩＹ

へ移行。株式会社Ｔ・ＺＯＮＥから株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホールディングスに商号変更。

平成15年10月 

 

平成16年２月

当社の投資子会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルがビオフェルミン製薬株式会社の株式を取

得し、持分法適用関連会社とする。 

東京都中央区に本社を移転。

平成16年２月 株式交換により、マルマン株式会社の株式を追加取得し、100％子会社とする。

平成16年３月 株式会社ジャスティス債権回収の全株式を取得し、100％子会社とする。

平成16年５月 

平成16年８月 

平成16年10月 

平成16年12月 

平成17年６月 

 

平成17年７月 

 

平成17年７月 

平成17年９月 

 

平成18年２月

株式交換により、株式会社イーマックスを100％子会社とする。 

株式交換により株式会社マイダスキャピタルを100％子会社とする。 

株主割当増資により、資本の額が2,925百万円増加し、5,907百万円に変更。 

転換社債の新株予約権行使により、資本の額が6,109百万円に変更。 

当社の投資子会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルが佐藤食品工業株式会社の株式を追加取得

し、持分法適用関連会社とする。 

当社の投資子会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルが理研ビタミン株式会社の株式を追加取得

し、持分法適用関連会社とする。 

当社の子会社、マルマン株式会社が大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場。 

当社の投資子会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルが日本管財株式会社の株式を追加取得し、

持分法適用関連会社とする。 

当社の投資子会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルがミヤコ株式会社の株式を追加取得し、持

分法適用関連会社とする。

平成19年１月 当社の投資子会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルが株式会社大田花きの株式を追加取得し、

持分法適用関連会社とする。

平成19年３月 当社の投資子会社、株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルが株式会社塩見ホールディングスの株式を

追加取得し、持分法適用関連会社とする。



３ 【事業の内容】 
  
当社の企業集団（当グループ）は、当社（㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス）と子会社28社及び関連

会社11社で構成されており、持株会社である当社を中心に、パソコンパーツ販売を中心とするパソコン
関連製品販売事業、システムネットワークの開発を中心とするシステム開発関連事業、総合不動産業
（再生・開発・情報サービス）・賃貸保証・鑑定評価を中心とする不動産関連事業、優良企業への投
資・債権回収ビジネス・金融卸・商業手形再割引を中心とする金融・投資関連事業、ゴルフ用品・ヘル
スケア用品の販売を中心とするスポーツ用品等製造販売事業、販売促進を電話にて行う事業・株式公開
に関するコンサルタント事業を中心とするその他事業、等を当社企業グループにおける中心事業として
おります。 
  
当社グループの事業内容及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 
(注) １．㈱マイダス・アプレイザーアンドギャランティーは平成18年11月１日付けで社名を変更いたしました。 

２．子会社の㈱TEMJIN OPPORTUNISTIC INVESTMENTが不動産業を開始し、当期より連結の範囲に含めております。 

３．平成18年11月27日付けで株式会社プロパティーマネージメントが第三者割当増資で発行した新株を取得し、当

社の連結子会社といたしました。 

４．平成19年3月29日付けの出資により、恵比寿不動産投資合同会社を取得し、連結子会社といたしました。 

５．㈱大田花きと㈱塩見ホールディングスは、当社が株式を追加取得し持分法適用会社となったため、当連結会計

年度より持分法の適用範囲に含めております。 

６．持分法適用会社については、投資会社のセグメントに含めております。 

７．マルマン㈱は平成18年10月２日付けで新設分割し、マルマンエンタープライズ㈱及びエムアイトレーディング

㈱を設立いたしました。 

８．子会社の㈱ＩＰＯ・ＩＲ研究所が株式公開に関するコンサルタント事業を拡大し、当期より連結の範囲に含め

ております。 

９．平成18年10月25日付けで株式会社ジャック・アンド・ベティー・トレーディングが第三者割当増資で発行した

新株を取得し、当社の連結子会社といたしました。 

10．子会社の㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチが情報提供サービスを開始し、当期より連結の範囲に含めております。 

  

区分 名称（連結子会社・持分法適用会社） 主要な事業の内容

パソコン関連製品販売  株式会社Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ  パソコン用パーツ及び関連製品販売

事業 （子会社１社）

システム開発関連事業  株式会社Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ  ネットワーク構築、ソフトウェア開発等

（子会社１社）

株式会社ＭＡＧ (注1)  賃貸保証、物件調査・評価・鑑定

不動産関連事業  株式会社イーマックス  中古住宅再生、ディベロッパー事業等

株式会社TEMJIN OPPORTUNISTIC INVESTMENT (注2)  不動産売買等

（子会社５社） 株式会社プロパティーマネージメント (注3)  不動産の物件管理・賃貸管理

 恵比寿不動産投資合同会社 (注4)  不動産信託受益権の取得・保有及び処分等

 株式会社Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル  優良企業への投資事業

 株式会社ジャスティス債権回収  債権回収、企業再生・再建ビジネス等

 株式会社マイダスキャピタル  金融卸、商業手形再割引業、総合リース業

金融・投資関連事業  ビオフェルミン製薬株式会社 (注6)  乳酸菌に特化した医薬品等の製造・販売

 佐藤食品工業株式会社 (注6)  茶エキス・天然調味料等の製造・販売

  （子会社14社、  理研ビタミン株式会社 (注6)  ビタミン類を起点とした食品の製造・販売

  関連会社10社）  日本管財株式会社 (注6)  ビルの整備・警備・清掃を中心とした総合管理事業

 ミヤコ株式会社 (注6)  水まわりのパーツの開発・設計・販売

 株式会社大田花き (注5,6)  花き及びその加工品の受託販売ならびに購入販売

 株式会社塩見ホールディングス (注5,6)  不動産関連会社をグループ会社に持つ持株会社

スポーツ用品等  マルマン株式会社  ゴルフ用品の製造・販売

製造販売事業
 マルマンバイオ株式会社  ヘルスケア用品の企画・販売

 エムアイトレーディング株式会社 (注7)  ゴルフ用品等の販売及び輸出入等

  （子会社４社、  マルマンエンタープライズ株式会社 (注7)  各種スポーツ等の教習、競技会の企画・運営等

   関連会社１社）  株式会社マルマンコリア (注6)  韓国におけるゴルフ用品の販売

 株式会社Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター  電話による販売促進事業

その他事業  株式会社ＩＰＯ・ＩＲ研究所 (注8)  株式公開に関するコンサルティング事業

（子会社４社） 株式会社ジャック・アンド・ベティー・トレーディング (注9)  催事等の請負

株式会社Ｔ・ＺＯＮＥリサーチ (注10)  情報提供サービス



   当社グループについて事業系統図は示すと次の通りであります。 

  

 

  

(注) １．持分法適用会社 
２．その他事業に含まれている㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターによるものであります。 
３．その他事業に含まれている㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチによるものであります。 
４．金融事業に含まれている㈱ジャスティス債権回収によるものであります。 
５．金融事業に含まれている㈱マイダスキャピタルが受けているものであります。 
６．無印・・・連結子会社 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

平成19年３月31日現在における関係会社の状況は、次の通りであります。 
  

(1) 親会社 

 
(注)１．㈱ＳＦＣＧは、有価証券報告書を提出している会社であります。 

２．「議決権の所有〔被所有〕割合」欄の（内書）は間接所有〔被所有〕であります。 
３．㈱ＫＥホールディングスは平成18年７月１日㈱ケン・エンタープライズより新設分割された会社であ

ります。 
４．前期まで当社親会社に該当しておりました㈱メサイア・インベストメントは平成19年1月16日に㈱Ｓ

ＦＣＧに吸収合併され消滅いたしました。 

  

(2) 連結子会社 

名称 住所
資本金又は
出資金 

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有 
〔被所有〕割合 

(%)
関係内容

㈱ＫＥホールディン 
 グス

東京都中央区 100 子会社管理業
〔74.5〕   
〔(69.5)〕

役員の兼任４名

㈱ＳＦＣＧ 東京都中央区 79,149 事業者向金融業 〔69.5〕 役員の兼任２名

名称 住所
資本金又は

出資金 
(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の所有 
〔被所有〕 
割合(%)

関係内容

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ (注) 5 東京都千代田区 287

パソコン関連 
製品販売事業 
システム開発 
関連事業

100.0 ―

㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル (注) 4 東京都中央区 100
金融・ 
投資関連事業

52.7
役員の兼任1名 
資金援助

㈱ジャスティス債権回収 東京都中央区 500
金融・ 
投資関連事業

100.0 ―

㈱マイダスキャピタル (注) 4 東京都中央区 1,070
金融・ 
投資関連事業

100.0
資金援助 
債務保証

㈱イーマックス (注) 6 東京都中央区 470 不動産関連事業 73.7 ―

㈱ＭＡＧ 東京都中央区 401 不動産関連事業 100.0 ―

マルマン㈱ (注) 1、4、7 東京都中央区 1,046
スポ－ツ用品等 
製造販売事業

67.1 役員の兼任2名

マルマンバイオ㈱ 東京都中央区 10
スポ－ツ用品等 
製造販売事業

100.0 
(100.0)

―

エムアイトレーディング㈱ 東京都中央区 10
スポ－ツ用品等 
製造販売事業

100.0 
(100.0)

―

マルマンエンタープライズ㈱ 東京都中央区 10
スポ－ツ用品等 
製造販売事業

100.0 
(100.0)

―

㈱TEMJIN OPPORTUNISTIC INVESTMENT 東京都中央区 10 不動産関連事業 100.0 ―

㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチ 東京都中央区 10 その他事業 100.0
役員の兼任2名
資金援助 
債務保証

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター 東京都中央区 60 その他事業 100.0 債務保証

㈱ＩＰＯ・ＩＲ研究所 東京都中央区 10 その他事業 100.0 ―

㈱ジャック・アンド・ベティー・ 
 トレーディング 

東京都中央区 570 その他事業 50.1 ―

㈱プロパティーマネージメント (注)4 東京都中央区 701 不動産関連事業 50.5  ―

恵比寿不動産投資合同会社 東京都中央区 0 不動産関連事業
100.0 
(100.0)

―



 (注)１．有価証券報告書を提出している会社であります。 
２．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
３．「議決権の所有〔被所有〕割合」欄の（内書）は間接所有であります。 
４．特定子会社に該当しております。 
５．㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィにおいては、売上高(連結会社相互間の内部売上を除く)の連結売上高に

占める割合が10％を越えております。 
    主要な損益情報等 ①売上高       7,953百万円 

                 ②経常利益       632百万円 
                 ③当期純利益       373百万円 
                 ④純資産額      1,854百万円 
                 ⑤総資産額      3,058百万円  

６．㈱イーマックスにおいては、売上高(連結会社相互間の内部売上を除く)の連結売上高に占める割合が
10％を越えております。 

    主要な損益情報等 ①売上高       14,530百万円 
                 ②経常利益      1,174百万円 
                 ③当期純利益      732百万円 
                 ④純資産額      4,951百万円 
                 ⑤総資産額      13,546百万円 

７．売上高(連結会社相互間の内部売上を除く)の連結売上高に占める割合が10％を越えておりますが、当
該連結子会社は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記載を省略しておりま
す。 

  

(3) 持分法適用関連会社 

 
 (注)１．有価証券報告書を提出している会社であります。 

２．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
３．「議決権の所有〔被所有〕割合」欄の（内書）は間接所有であります。 
４．ビオフェルミン製薬㈱は、医薬品製造業を営んでおります。 
５．佐藤食品工業㈱は、食品事業を営んでおります。 
６．理研ビタミン㈱は、食品事業を営んでおります。 
７．日本管財㈱は、建物総合管理業を営んでおります。 
８．ミヤコ㈱は、給排水器具製造業を営んでおります。 

９．㈱大田花きは、花き及び加工品の販売業を営んでおります。 

10．㈱塩見ホールディングスは、主に建設関連事業を営む子会社の管理を行っております。 

  

(4) その他関係会社 

前期まで当社その他関係会社に該当しておりました㈱ヴィーナスファンド・ホールディングスは平成
19年1月16日に㈱ＳＦＣＧに吸収合併されたことにより解散いたしました。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有 
〔被所有〕割合

(%)
関係内容

ビオフェルミン製薬㈱
(注)1、4

兵庫県神戸市  
 長田区

1,227
金融・
投資関連事業

36.4
(36.4)

―

佐藤食品工業㈱ 
(注)1、5

愛知県小牧市 1,000
金融・
投資関連事業

31.9
(31.9)

―

理研ビタミン㈱ 
(注)1、6

東京都千代田区 2,537
金融・
投資関連事業

27.1
(27.1)

―

日本管財㈱ 
(注)1、7

兵庫県西宮市 3,000
金融・
投資関連事業

25.2
(25.2)

―

ミヤコ㈱ 
(注)1、8

大阪市北区 564
金融・
投資関連事業

23.0
(23.0)

―

㈱大田花き 
(注)1、9      

東京都大田区 551
金融・
投資関連事業

21.4
(21.4)

―

㈱塩見ホールディングス
(注)1、10 

広島市南区 1,729
金融・
投資関連事業

20.8
(20.8)

―

㈱マルマンコリア
大韓民国 

 ソウル市
124

スポ－ツ用品等
製造販売事業

40.0
(40.0)

―



５ 【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 
                                 平成19年3月31日現在 

 
(注)１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数の( )内は、外書きで臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 
３．前年度末に比べて従業員が110名及び臨時従業員が583名増加しておりますが、主として㈱ジャスティス

債権回収並びに㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターの事業拡大に伴う新規採用によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成19年３月31日現在 

 
 (注)１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数の( )内は、外書きで臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 
労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数

パソコン関連製品販売事業 40  (23)

システム開発関連事業  13  (―)

不動産関連事業 97  (57)

金融・投資関連事業 101  (86)

スポーツ用品等製造販売事業 194  (34)

その他事業 19 (652)

全社（共通） 11  (１)

合計 475 (853)

従業員数(名) 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

11 (１) 40.8 1.8 4,829,585



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
  
(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、原油価格の動向や金利の先高感等懸念材料はあるものの、企業の好業
績を背景に国内設備投資の拡大や個人消費の改善等により、景気は好調を維持したまま推移しており
ます。 
このような状況の中、当社グループでは、不動産事業に属します㈱イーマックスにおいて、取扱物

件・規模の拡大、仕入条件の適正化などにより事業拡大を図りました。金融・投資関連事業に属しま
す㈱ジャスティス債権回収においては、宮城県栗原市にコールセンターを出店し事業拡大を図りまし
た。また、不動産関連事業に属します㈱ＭＡＧにおいては、賃貸保証事業及び不動産鑑定事業ともに
積極的な営業活動により受注拡大を図りました。 
以上により、当連結会計年度の当社グループの連結売上高は、41,398百万円（前連結会計年度比

18.0%増）となり、連結営業利益は、7,002百万円（前連結会計年度比45.5％増）、連結経常利益は、
6,965百万円（前連結会計年度比35.0％増）、当期純利益は5,758百万円（前連結会計年度比15.1％
減）となりました。 

  
当連結会計年度のセグメント別活動状況と売上高は次のとおりです。 
  

[パソコン関連製品販売事業] 
当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィのＤＩＹ事業部がパソコン用パーツ及びパソコン

関連製品の販売を行っております。 
この結果、当連結会計年度における売上高は4,014百万円（前連結会計年度比10.3％増）、営業利

益は82百万円（前期比37.3％減）となりました。 
[システム開発関連事業] 

当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィのストラテジィ事業部がコンピューターの法人向
け販売、ネットワークの構築をはじめとするソリューション・ビジネス及びサポート・サービス、ソ
フトウェアの開発等を行っており、継続的なシステム開発・保守の受注を受け、原価の見直し及び経
費削減に取り組んでまいりました。 
この結果、当連結会計年度における売上高は2,289百万円（前連結会計年度比30.2%減）、営業利益

は583百万円（前連結会計年度比5.9％減）となりました。 
[不動産関連事業] 

当事業においては、㈱イーマックスが総合不動産業として、中古住宅再生事業、ディベロッパー事
業、競売情報提供業務、その他不動産に関する各種事業を行っており、㈱ＭＡＧにおいては、賃貸保
証及び不動産の物件調査・評価査定・鑑定を行っております。また、不動産販売等を行っております
㈱TEMJIN OPPORTUNISTIC INVESTMENT及び不動産の物件管理・賃貸管理を行っております㈱プロパテ
ィーマネージメントが当期より新たに連結子会社になりました。 
この結果、当連結会計年度における売上高は、19,442百万円（前連結会計年度比27.0％増）、営業

利益は3,032百万円（前連結会計年度比77.7％増）となりました。 
[金融・投資関連事業] 

当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタルが優良企業への投資を行っており、理研ビタミン
㈱、日本管財㈱、ビオフェルミン製薬㈱、佐藤食品工業㈱、ミヤコ㈱、㈱塩見ホールディングスの筆
頭株主となっております。また、エステー化学㈱、㈱大田花きにおいても第２位の大株主となってお
ります。また、㈱ジャスティス債権回収においては、債権回収ビジネスを中心とした企業再生・再建
ビジネス、債権流動化におけるバックアップサービサービジネスを行っております。さらに、㈱マイ
ダスキャピタルは、金融卸・商業手形再割引業・総合リース業を行っております。 
この結果、当連結会計年度における売上高は、5,016百万円（前連結会計年度比70.7％増）、営業

利益は3,077百万円（前連結会計年度比118.0％増）となりました。 
[スポーツ用品等製造販売事業] 

当事業においては、マルマン㈱がゴルフ用品の製造・販売を行っております。また、マルマンバイ
オ㈱においては、ヘルスケア用品の企画・販売を行っております。なお、海外市場におけるシェアの
拡大、並びに国内ゴルフ市場における新たな販売チャンネル開拓を一層加速させる目的としてエムア
イトレーディング㈱及びマルマンエンタープライズ㈱を新設分割により設立いたしました。 
この結果、当連結会計年度における売上高は8,840百万円（前連結会計年度比7.3%減）、営業利益

は460百万円（前連結会計年度比60.9%減）となりました。 



[その他事業] 
当事業においては、㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターが健康食品、保険、賃貸保証などの販売促進を

電話にて行う事業を行っております。また、株式公開に関するコンサルタント事業を行っております
㈱ＩＰＯ・ＩＲ研究所、情報提供サービスを行っております㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチ、並びに催事等
の請負を行っております㈱ジャック・アンド・ベティー・トレーディングが当期より新たに連結子会
社になりました。 
この結果、当連結会計年度における売上高は、1,782百万円（前連結会計年度比410.8％増）、営業

利益は393百万円（前連結会計年度比281.7％増）となりました。 
  

(2) キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ、2,618百万円（前連結会計年度比39.4％増）増加し、9,263百万円となりました。  
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果支出された資金は7,447百万円（前連結会計年度は522百万円の支出）となりまし

た。これは主に買取債権、棚卸資産、営業貸付金の増加によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出された資金は27,643百万円（前連結会計年度は17,962百万円の支出）となりま
した。これは主に投資有価証券、関係会社社債の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果得られた資金は37,682百万円（前連結会計年度は20,103百万円の収入）となりまし

た。これは主に短期借入金の増加と社債の発行による収入によるものであります。 
  
  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 
  

(1) 生産実績 
当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 
 (注)１．上記金額は、製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 
当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 
 (注)１．上記金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２．スポーツ用品等製造販売事業については、その事業の実態が受注生産とは異なるため、記載をして
おりません。 

  

(3) 販売実績 
当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

 
 (注)１．上記金額は、販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 
      ３．最近の２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次

のとおりであります。 

 
  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

システム開発関連事業 803 △34.4

スポーツ用品等製造販売事業 3,666 △9.2

 合計 4,470 △15.0

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

システム開発関連事業 1,071 △29.9 13 322.0

不動産関連事業 31 △66.6 ― ―

合計 1,102 △32.0 13 322.0

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

パソコン関連製品販売事業 4,014 10.3

システム開発関連事業 2,289 △30.2

不動産関連事業 19,442 27.0

金融・投資関連事業 5,016 70.7

スポーツ用品等製造販売事業 8,840 △7.3

その他事業 1,782 410.8

消去又は全社 13 △24.2

合計 41,398 18.0

相手先
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

㈱ＳＦＣＧ
金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

4,697 13.4 6,520 15.8



３ 【対処すべき課題】 
  

(1) 対処すべき課題 
当社グループが持株会社体制を敷いている目的は、グループ各社の経営の独自性を保ちながら、グ

ループ全体としての企業価値を向上させるために、投資・Ｍ＆Ａ・事業再編等を機動的に行うこと、
及びグループ全体の統一的な経営戦略を遂行することにあります。 
この目的を達成する上で、当社は、法務・財務等の管理部門及びグループ各社が携わる事業経営に

おいて豊富な知識・経験を有する人材の確保が急務であると考え、今期積極的な人材採用を行い現在
プロフェッショナル集団となっております。引き続き、新卒・中途社員の募集と入社後の研修体制の
整備を強化し、良質な人材の確保に努めてまいります。 
また、現在のＭ＆Ａ市場は活発で、高い価格での企業買収が横行しておりますが、当社は、明確な

方針のない事業規模拡大の追及を行うことはせず、シナジー効果についても安易な見積りをせずに、
その企業の適正な価値を正しく評価した上で、本当のチャンスと見込まれた場合のみ企業買収を実行
する所存であります。 

  
(2) 会社の支配に関する基本方針 

買収防衛策等の方針について特に記載すべき事項はありません。 

  

  
４ 【事業等のリスク】 

  

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影
響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 
なお、以下の記載は、当連結会計年度末において当社が判断したものであり、当社の事業等に関する

リスク全てを網羅するものではありませんので、ご注意ください。 
  
(1) 不動産事業については、マクロ的な景気動向および不動産市況の動向が当社グループの財政状態

に影響を及ぼす場合があります。また、「宅地建物取引業法」、「不動産の鑑定評価に関する法
律」、「建築基準法」等各種法令の他、各自治体が制定した条例の規制を受けており、将来におい
て、これら不動産関連法制・条例等が制定・改定された場合には、新たな義務の発生、費用負担の
増加、権利の制限等が発生する可能性があり、これらの要因により当社グループの事業展開、業績
や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  
(2) 金融・投資事業については、先ず金融事業においては連結子会社の㈱マイダスキャピタルが貸金

業規制法の、㈱ジャスティス債権回収がサービサー法の規制を受けております。当該法的規制の変
更等があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。投資事業において
は、投資対象企業を取り巻く事業環境の変化や投資先の内部の変化に伴い、必ずしも投資資金の回
収が計画通りにいかなくなる可能性があり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が
あります。 

  
(3) パソコン関連製品事業については、マクロ的な景気動向とミクロ的な消費動向が業績に影響を及

ぼす可能性があります。 
  

(4) システム開発関連事業については、当社グループ内及び親会社であります㈱ＳＦＣＧからの受注
比率が高く、業況が当社グループ及び親会社の動向によって左右される可能性があります。 

  
(5) スポーツ用品等製造販売事業については、ゴルフ用品の生産に関して、国内外の外注先への委託

が多いことに特徴があります。また、生産管理に関しましては、技術指導や金型の提供を行い、十
分な品質管理を保つよう努力しておりますが、外注先でのカントリーリスクの他、個別企業の経営
上の問題が発生した場合などは、製品・商品の仕入に支障をきたし当社グループの経営成績及び財
政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、健康食品等につきましても同業他社の新商品の開
発等に遅れをとった場合、商品価値の低下を招き当社グループの事業展開、業績や財政状態に影響
を及ぼす可能性があります。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 
  
 当社と㈱ＫＥホールディングスとの合併 

当社は、平成19年５月23日開催の取締役会において、平成19年10月１日を期して、下記の通り㈱ＫＥホールディ

ングスと合併する決議をいたしました。なお、本合併については、平成19年６月27日開催の当社定時株主総会に

おいて、合併契約が承認可決されております。 

① 合併の目的 

グループ102社構想を加速度的に実現していくためには、㈱ＳＦＣＧと当社及び㈱ＫＥホールディングス

の複雑に入り組んでいる資本構造及び人的構造を整理して、当社にホールディング・カンパニーとしての経

営資源を集約する事がベストな選択であると考える次第であります。そこで今回の合併により、当社はその

複雑であるグループ間支配関係をシンプルに改め、管理体制を当社に一元化することにより、名実ともに当

社をグループにおける中核ホールディング・カンパニーとすることを目的とします。 

② 合併の方法 

当社を存続会社とする吸収合併で、㈱ＫＥホールディングスは解散いたします。 

③ 合併に際して発行する株式 

普通株式６３，６９９，６８０株 

④ 合併比容A6の算定根拠 

第三者機関（㈱コーポレート・アドバイザーズ・アカウンティング）による算定の結果を参考に、合併当

事者間で協議の上、合併比率を決定いたしました。（合併比率 １:31,849.84） 

なお、㈱コーポレート・アドバイザーズ・アカウンティングは、当社の算定については市場株価方式を、

㈱ＫＥホールディングスの算定については時価純資産価額方式を用いた上で、これらの分析結果を総合的に

勘案して合併比率を算定いたしました。 

⑤ 合併の期日 

平成19年10月１日 

⑥ 財産の引継 

当社は、平成19年９月30日現在の㈱ＫＥホールディングスの貸借対照表その他同日現在の計算を基礎と

し、これに合併に至るまでの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を合併期日において引継ぐこと

とします。 

⑦  吸収合併消滅会社の合併時の資産・負債の状況 

合併期日が平成19年10月１日のため、記載を省略いたします。 

⑧ 吸収合併存続会社となる会社の資本金・事業の内容（当該吸収合併後） 

資本金  6,109百万円（予定） 

事業内容 持株会社（金融・不動産関連事業等を営む子会社の管理） 

  

  

６ 【研究開発活動】 

  

スポーツ用品等製造販売事業において、マルマン㈱がゴルフ用品の新商品開発のための研究開発を行っ
ており、研究開発費総額は58百万円となりました。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 
  
(1) 財政状態の分析 

① 資産の状況 
当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べ40,894百万円（前連結会計年度

比45.2％増）増加し、131,411百万円となりました。流動資産は、前連結会計年度末に比べ16,160百
万円（前連結会計年度比34.4％増）増加し、63,128百万円となりました。主にに営業貸付金、棚卸資
産の増加によるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ24,783百万円（前連結会計年
度比57.0％増）増加し、68,262百万円となりました。主に投資有価証券、関係会社社債の取得による
ものであります。 

② 負債の状況 
負債につきましては、前連結会計年度末に比べ41,835百万円（前連結会計年度比98.1％増）増加

し、84,500百万円となりました。主に短期借入金、社債の増加によるものであります。 
③ 純資産の状況 

純資産につきましては、前連結会計年度末（少数株主持分含む）に比べ941百万円（前連結会計年
度比2.0％減）減少し、46,910百万円となりました。主に当期純利益の増加に伴う利益剰余金の増
加、自己株式の取得による減少、金融商品会計に関する実務指針の改正に伴うその他有価証券評価差
額の減少によるものであります。 

                                                    
(2) 資本の財源及び資金の流動性に係る分析 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。 
  

(3) 経営成績 
「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1) 業績」をご参照下さい。 

  
(4) 経営成績に重要な与える要因 

「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照ください。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 
  

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は855百万円になりま
す。その主なものは、連結子会社であるマルマン㈱が工場移転関連に133百万円設備投資しておりま
す。また、連結子会社である㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチは事業開始に伴うインフラ整備に780百万円投資
しております。 
その他の事業において、重要な設備投資、設備の除却、売却等はありません。 

  

  
２ 【主要な設備の状況】 
  
(1) 提出会社 

特に記載すべき事項はありません。 
  

(2) 国内子会社 
平成19年３月31日現在 

 
 (注)１．従業員数の( )内は、外書きで平均臨時従業員数であります。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

  

  
３ 【設備の新設、除却等の計画】 
  
(1) 重要な設備の新設等 

特に記載すべき事項はありません。 
  

(2) 重要な設備の除却等 
特に記載すべき事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び 
構築物

機械装
置及び
運搬具

土地
(面積
㎡)

什器及
び備品

ソフト
ウェア

合計

㈱ T・ZONE 

 ストラテジィ

T・ZONE.PC 

 DIY SHOP 

(東京都千代田区)

パソコン関連 

製品販売事業
店舗 58 ―

416
(348)

5 ― 479
40
(23)

マルマン㈱

本社・工場

（東京都中央区、

東京都荒川区）

物流センター

（埼玉県八潮市）

スポ－ツ 

用品等 

製造販売 

事業

工場 

・物流 

センター

22 20
―

( ―)
122 ― 165

171
(32)

㈱イーマックス
賃貸ビル 

（横浜市中区）

不動産 

関連事業
賃貸ビル 131 ―

167
(527)

1 ― 300
50
(10)

㈱ T・ZONE 

 リサーチ
本社
（東京都中央区）

その他事業
ソフト 

ウェア
― ―

―
( ―)

― 705 705
―
(―)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 
①【株式の総数】 

 
  

②【発行済株式】 

 
(注)１．「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日以降この有価証券報告書提出日までのストックオプショ

ンの行使により発行されたものは含まれておりません。 

  
(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
  

(3)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 33,137,822 33,137,822 ジャスダック証券取引所 ―

計 33,137,822 33,137,822 ― ―



(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
１．平成14年６月25日開催の第27回定時株主総会において、損失処理として資本準備金19,235百万円の取崩に

よる欠損填補を行いました。  

欠損填補を行うための減資及び株式併合 10：１ 

２．平成14年６月25日開催の第27回定時株主総会において、資本減少の件及び株式併合の件が決議され、平成

14年８月１日に新資本金を1,933百万円に減少しております。 

３．平成15年5月1日、第三者割当増資より（発行価格120円、資本組入額60円、割当先㈱ケン・エンタープラ

イズ、㈱ＳＦＣＧ）、資本金240百万円、資本準備金240百万円、それぞれ増加しております。 

４．平成16年2月1日に、株式交換によりマルマン㈱の完全子会社化を行っており（株式交換比率はマルマン㈱

の株式1株に対して当社の株式3.58株を割当交付）、資本準備金が1,152百万円増加しております。 16年

２月１日に、株式交換によりマルマン㈱の完全子会社化を行っており、資本準備金が1,152百万円増加し

ております。 

５．平成16年5月1日に、株式交換により㈱イーマックスの完全子会社化を行っており（株式交換比率は㈱イー

マックスの株式1株に対して、当社の株式71株を割当交付）、資本準備金2,816百万円増加しております。 

６．平成16年8月1日に、株式交換により㈱マイダスキャピタルの完全子会社化を行っており（株式交換比率は

㈱マイダスキャピタルの株式1株に対して当社の株式24.36株を割当交付）、資本準備金1,635百万円増加

しております。 

７．平成16年10月12日に、平成16年7月20日 終の株主名簿に記載された株主に対し、その所有株式1株につき

新株式0.13株の株主割当増資により、資本金2,925百万円、資本準備金2,925百万円、それぞれ増加してお

ります。 

８．上記の増加は、第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の予約権行使に基づく新株式発行によるもので

あり、資本金707百万円、資本準備金706百万円、それぞれ増加しております。 

９．平成18年12月15日開催の臨時株主総会において、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を

9,779百万円減少し、その他資本剰余金へ振り替えております。 

  

  

年月
発行済株式
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年６月25日 ― 116,476,660 ― 19,331 △19,235 ―

平成14年８月1日 △104,828,994 11,647,666 △17,398 1,933 ― ―

平成15年５月１日 4,000,000 15,647,666 240 2,173 240 240

平成16年２月１日 11,563,400 27,211,066 ― 2,173 1,152 1,392

平成16年３月30日 181,003 27,392,069 303 2,476 303 1,695

平成16年５月１日 906,173 28,298,242 ― 2,476 2,816 4,512

平成16年８月１日 487,200 28,785,442 ― 2,476 1,635 6,147

平成16年10月13日 3,589,769 32,375,211 2,925 5,401 2,925 9,073

平成16年４月１日 
 ～平成17年４月31日 
（注「8」）

762,611 33,137,822 707 6,109 706 9,779

平成18年４月１日 
 ～平成18年３月31日 
（注「9」）

― 33,137,822 ― 6,109  △9,779 ―



(5)【所有者別状況】 
平成19年３月31日現在 

 
(注)１．自己株式3,017,499株は「個人その他」に30,174単元及び「単元未満株式の状況」に99株を含めて記載

しております。 

２．上記「その他の法人」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が、309単元含まれてお

ります。 

  

  
(6)【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
 (注)１．㈱ＳＦＣＧは、平成19年1月16日に㈱メサイア・インベストメント及び㈱ヴィーナスファンド・ホール

ディングスを吸収合併しており、前事業年度において主要株主でありました㈱メサイア・インベストメ

ント及び㈱ヴィーナスファンド・ホールディングスは当事業年度末現在において主要株主ではなくなっ

ております。 

２．㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス名義株式は自己株式であります。 

３．㈱ＫＥホールディングスは、平成18年7月1日に㈱ケン・エンタープライズより新設分割された会社であ

ります。 

４．㈱IOMA REAL ESTATEは、平成19年1月10日に㈱アセットオールマイティーより商号変更しておりま

す。  

  

  

  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計個人
以外

個人

株主数 
(人)

― 9 33 119 29 3 4,503 4,696 ―

所有株式数 
(単元)

― 4,631 2,931 265,310 2,680 3 55,441 330,996 38,222

所有株式数 
の割合(％)

― 1.40 0.88 80.15 0.81 0.01 16.75 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

㈱ＳＦＣＧ 東京都中央区日本橋室町３丁目２番15号 20,893 63.05

㈱ケン・エンタープライズ 東京都中央区日本橋室町３丁目２番15号 3,468 10.46

㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス 東京都中央区日本橋室町３丁目２番15号 3,017 9.10

㈱ＫＥホールディングス 東京都中央区日本橋室町３丁目２番15号 1,500 4.52

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 315 0.95

㈱ボスアンドアイ 東京都台東区上野３丁目２８番６号 200 0.60

㈱IOMA REAL ESTATE 東京都台東区上野３丁目２８番６号 151 0.45

新光証券㈱ 東京都中央区八重洲２丁目４番１号 88 0.26

畠中 平八 兵庫県西宮市剣谷町 72 0.21

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 66 0.19

計 ― 29,773 89.84



(7)【議決権の状況】 
①【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が30,900株

（議決権の数309個）含まれております。 

  
②【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,017,400

― ―

完全議決権株式(その他)
 
普通株式 30,082,200 300,822 ―

単元未満株式
 
普通株式 38,222 ― ―

発行済株式総数
 

33,137,822 ― ―

総株主の議決権 ― 300,822 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱T・ZONEホールディングス

東京都中央区日本橋室町
３丁目２番15号

3,017,400 － 3,017,400 9.11

計 ― 3,017,400 － 3,017,400 9.11



(8)【ストックオプション制度の内容】 
  
平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月25日の定時株主総

会終結時に在任または在職する当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をも
って新株予約権を発行することを平成14年６月25日の定時株主総会において特別決議されたものであ
ります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
 (注)１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下

「払込金額」という）に新株予約権１個当たりの株式数を乗じた金額とする。払込金額は、発行日の属

する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における日本証券業協会が公表する当社株式普通取引

の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が発行日の

終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、発行日の終値とする。 

なお、発行日後、時価を下回る金額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使及び当社

第25回定時株主総会の決議に基づき付与した新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記の計算において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式総数」を「処分する自己株式数」に、

「新株式発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

また、発行日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
さらに、発行日後、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とする事由が生じ

たときは、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとす

る。 

  

決議年月日 平成14年６月25日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社及び当社子会社の取締役及び従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 200,000株を上限とする。（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２

新株予約権の行使期間 平成16年10月１日～平成19年９月30日

新株予約権の行使の条件

ａ権利行使時においても当社または当社子会社の取締役または従業員であ

ること。ただし、新株予約権発行日において当社または当社子会社の取

締役の地位にあった者が取締役の地位を喪失した場合、及び当社または

当社子会社の従業員の地位にあった者が定年退職により従業員の地位を

喪失した場合、それぞれの地位の喪失後２年間（ただし、上記の権利行

使期間の範囲内とする）は権利を行使できるものとする。

ｂ対象者が、当社または当社子会社の取締役または従業員の地位を喪失し

た場合でも、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役ま

たは従業員として在籍する場合は、権利を行使できるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年６月25日の定時株主総会終結時に在任ま
たは在職する当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を
発行することを平成16年６月25日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
 (注)１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下

「払込金額」という）に新株予約権１個当たりの株式数を乗じた金額とする。払込金額は、発行日の属

する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）における日本証券業協会が公表する当社株式普通取引

の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が発行日の

終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、発行日の終値とする。 

なお、発行日後、時価を下回る金額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権ならびに商法等

の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19の規定による新株引受権及び

新株引受権付社債の新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記の計算において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式総数」を「処分する自己株式数」に、

「新株式発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

また、発行日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
さらに、発行日後、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とする事由が生じ

たときは、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとす

る。 

  

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の取締役、監査役及び従業員の一部

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 100,000株を上限とする。(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成20年６月30日

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても、当社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地

位にあること。ただし、任期満了による退任、定年退職、社命による他社

への転籍、その他会社が認める正当な理由がある場合にはこの限りではな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成17年９月15日の臨時株主総会終結時に在任ま
たは在職する当社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを
平成17年９月15日の臨時株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
 (注)１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下

「払込金額」という）に新株予約権１個当たりの株式数を乗じた金額とする。払込金額は、発行日の属

する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証券取引所における当社株式普

通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が発

行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、発行日の終値とす

る。 

なお、発行日後、時価を下回る金額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権ならびに商法等

の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法第280条ノ19の規定による新株引受権及び

新株引受権付社債の新株引受権の行使による場合を除く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記の計算において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控

除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式総数」を「処分する自己株式数」に、

「新株式発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

また、発行日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
さらに、発行日後、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とする事由が生じ

たときは、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で払込金額を調整するものとす

る。 

  

決議年月日 平成17年９月15日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の取締役、監査役及び従業員の一部

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 100,000株を上限とする。(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２

新株予約権の行使期間 平成18年10月１日～平成21年９月30日

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても、当社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地

位にあること。ただし、任期満了による退任、定年退職、社命による他社

への転籍、その他会社が認める正当な理由がある場合にはこの限りではな

い。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―

調整後払込金額 ＝調整前払込金額×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ×１株当たり払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率



会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、平成18年12月15日の臨時株主総会終結時に在
任または在職する当社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行するこ
とを平成18年12月15日の臨時株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
 (注)１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式

の数についてのみ行われ、調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．新株予約権行使時の払込金額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を

除く）におけるジャスダック証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額

とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が当該割当日の終値（取引が成立しない場合

は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。各事業年度に係る定時株主総会の

日以降に 初の新株予約権が発行された場合、それ以降、当該定時株主総会の日から１年間以内の日に

発行する新株予約権に関する１株当たりの払込金額は、 初の新株予約権に関する１株当たりの払込金

額（下記に基づく調整がなされた場合は調整後の１株当たりの払込金額）と同額とすることができる。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合又は時価を下回る価額による新株の発行も若しく

は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使等、一定の場合を除く。）、次の算式により１株当た

りの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。また、当社の合併、会社分割

又は株式交換等の場合において、当社が適当と考える方法により、必要かつ合理的な範囲で１株当たり

の払込金額の調整を行うことがある。かかる調整が行われた場合、それ以降その直前の定時株主総会の

日から１年間以内に発行される新株予約権の１株当たりの払込金額は、当該調整の対象となった新株予

約権の調整後の１株当たりの払込金額と同額とすることができる。 

      ① 株式の分割または併合を行う場合 

 
      ② 時価を下回る価額による新株の発行又は自己株式の処分を行う場合 

 
なお、上記株式数において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式

の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己

株式数」に読み替える。 

  

決議年月日 平成18年12月15日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の取締役、監査役及び従業員の一部

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 100,000株を上限とする。(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２

新株予約権の行使期間 平成19年12月１日～平成22年11月30日

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても、当社の取締役、監査役又は従業員のいずれか

の地位にあること。ただし、任期満了による退任、定年退職、社命に

よる他社への転籍、その他会社が認める正当な理由がある場合にはこ

の限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―

調整後１株当たり払込金額 ＝ 調整前１株当たり払込金額 ×
１

分割・併合の比率

調整後１株当た
り払込金額

＝
調整前１株当た
り払込金額

×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ×１株当たり払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

 
  

  
(1)【株主総会決議による取得の状況】 

会社法第160条第１項の規定に基づく株主総会決議による取得 

 
  
  

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

会社法第165条第２項の規定に基づく取締役会決議による取得 

 
  

 【株式の種類等】 会社法第160条第１項、会社法第165条第2号及び旧商法第221条第6項、会社法第192条第1号に

よる普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会(平成19年6月27日)での決議状況 
（取得期間 平成19年6月28日 
         ～平成20年3月31日）

7,211,500 15,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 100.0 100.0

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会(平成18年7月18日)での決議状況 
（取得期間 平成18年7月19日） 2,300,000 4,554,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 2,300,000 4,554,000,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―



 
  

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 
  

 会社法第192条第１号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

   
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

   
(注) 当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会(平成18年7月28日)での決議状況  
（取得期間 平成18年7月31日） 701,300 1,400,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 701,300 1,384,366,200

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 15,633,800

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― 1.1

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― 1.1

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 12 42,360

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 515 1,290,735

当期間における取得自己株式 ― ―

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 3,017,499 ― 3,017,499 ―



３ 【配当政策】 
  

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策として位置付けております。当社を含めたグループ
の業績は継続的に実施している経営改革、グループ各社への経営指導が奏効しておりますが、当面、利
益は社内に留保し、財務体質強化と事業への再投資に活用したいと考えております。  
今後の利益配分に関しましては、株主資本の改善度合い、経営実績、収益見通し等を慎重に勘案して

実施したいと考えております。早期の復配は当社にとりましても大きな経営目標でありますので、株主
の皆様のご期待に添えるよう鋭意努力する所存であります。  
一方で株主の皆様より、当社への一層のご理解いただくことを目的として、株主優待制度を導入いた

しております。特に株主と共に成長、繁栄していくことが当社の 大の願いでありますので、当社の優
待制度は株式の保有年数に応じて累進する優待制度となっております。 
なお、当社は会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の中間配当を行

うことができる旨を定めており、剰余金の配当は、取締役会決議による９月30日を基準日とした中間配
当及び株主総会決議による３月31日を基準日とした期末配当を基本方針としております。 

  
  
４ 【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会公表によるもので第30期は( )表示をしており、平成16年

12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものです。 

  
(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。 

  

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 499 4,560 (4,190)  3,150 5,910 3,970

低(円) 47 113 (1,660)  1,660 2,315 1,700

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

高(円) 2,770 2,545 2,765 2,930 2,995 2,770

低(円) 2,090 2,255 2,300 2,435 2,630 2,390



５ 【役員の状況】 
  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 会長 大島 健伸 昭和23年2月26日生

昭和45年４月 三井物産㈱ 入社

(注)3 ―

昭和53年12月 ㈱商工ファンド（現㈱ＳＦＣＧ）設立 
代表取締役社長（現任）

昭和56年６月 ㈱ケン・エンタープライズ取締役 
(現任)

平成17年９月 当社取締役会長（現任）

平成18年９月 ㈱ＫＥホールディングス代表取締役 
(現任)

代表 

取締役
社長 吉田 直樹 昭和39年12月７日生

昭和63年４月 ㈱リクルート 入社

(注)3 ―

昭和63年10月 秀和㈱ 入社

平成４年４月 メリルリンチ・アンド・カンパニー・
インク・リミテッド 入社

平成８年１月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・
インク・ジャパン 入社

平成９年９月 ユニオン・バンケール・プリヴェ㈱ 
入社

平成13年10月 オプティマ・キャピタル㈱取締役

平成14年９月 ㈱オルタレゴ・コンサルティング設立 
代表取締役社長（現任）

平成14年11月 ㈱ケン・エンタープライズ取締役 
(現任)

平成15年12月 当社代表取締役社長

平成15年12月 ㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 

代表取締役社長（現任）

平成16年６月 当社代表取締役会長

平成17年９月 当社代表取締役社長（現任）

平成18年９月 ㈱ＫＥホールディングス取締役 

(現任)

取締役 業務部長 菊池 渡 昭和32年6月15日生

昭和55年４月 ウェラジャパン㈱ 入社

(注)3 ―

昭和57年６月 ㈱商工ファンド（現：㈱ＳＦＣＧ） 

入社

昭和63年６月 同社取締役

平成２年６月 ホーミング㈱ 入社

平成７年４月 ㈱ジャパンエイブルオフィス 

(現：㈱フルハウス)代表取締役社長 

(現任)

平成10年４月 ㈱商工ファンド（現：㈱ＳＦＣＧ） 

常勤監査役

平成13年10月 同社取締役（現任）

平成13年10月 同社企画業務部長

平成16年２月 同社経営企画部長

平成17年11月 同社専務執行役員経営管理本部長 

(現任)

平成18年６月 当社取締役（現任）

平成18年６月 ㈱ＫＥホールディングス取締役 

(現任)

取締役 中島 秀治 昭和22年8月3日生

昭和47年４月 大和證券㈱ 入社

(注)３ ―

昭和52年４月 八千代証券㈱（現三菱UFJ証券㈱）入社

昭和56年10月 合併により国際証券㈱ 

(現三菱UFJ 証券㈱) 引受部

平成６年７月 同社公開引受部長

平成14年８月 ＫＯＢＥ証券 
(現インヴァスト証券㈱) 入社 
引受審査部長

平成14年12月 同社公開引受部長

平成16年６月 同社引受本部長

平成17年６月 同社企業公開本部長

平成18年６月 同社常勤監査役 就任

平成19年６月 当社取締役（現任）



 
  
 (注)１．平成19年６月27日に開催された定時株主総会において、中嶋秀治、塩野入史子及び入口和徳が新たに取締

役に選任され就任いたしました。 
  ２．平成19年６月27日に開催された定時株主総会において、平間力、平田英之が新たに監査役に選任され就任

いたしました。 
  ３．取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。 
  ４．監査役の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。 
  ５．監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。 
  ６．監査役鶴田宣廣、監査役平間力および監査役平田英之は会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 入口 和徳 昭和28年４月４日生

昭和57年８月 日本合同ファイナンス 
(現㈱ジャフコ) 入社

(注)３ ―

昭和60年４月 ㈱ジャフコファイナンス 出向

平成元年４月 野村ファイナンス㈱ 出向

平成17年７月 東京債権回収㈱ 入社

平成18年３月 ㈱夢真ホールディングス 入社

平成18年３月 ㈱夢真キャピタル代表取締役 就任

平成18年３月 夢真証券㈱取締役

平成18年12月 住宅検査夢真㈱取締役

平成19年６月 当社取締役（現任）

取締役 塩野入 史子 昭和28年11月2日生

昭和53年４月 三洋証券㈱ 入社

(注)３ ―

平成10年４月 Ｋｏｂｅ証券㈱ 
(現インヴァスト証券㈱) 入社 
池袋支店長

平成17年３月 ㈱アール・ビーインベストメント・ 
アンド・コンサルティング 入社 
営業本部長

平成18年７月 ㈱シオノイリカンパニー設立      
代表取締役社長（現任）

平成19年６月 当社取締役(現任)

常勤 

監査役
鶴田 宣廣 昭和10年10月５日生

昭和36年４月 日興證券㈱ 入社

(注)4 ―

平成７年１月 ㈱ニッシン 入社

平成８年６月 同社常勤監査役

平成12年３月 ㈱マイダスキャピタル取締役

平成15年12月 当社常勤監査役（現任）

平成18年７月 ㈱ＫＥホールディングス監査役 
(現任)

監査役 平間  力 昭和45年７月８日生

平成16年11月 司法試験第２次試験合格

(注)5 ―

平成17年４月 高裁司法研修所 入所  

第59期司法修習生

平成19年１月 同所卒業

平成19年１月 第二東京弁護士会に弁護士登録

平成19年１月 かつま法律事務所 入所

平成19年６月 当社監査役（現任）

監査役 平田 英之 昭和47年５月18日生

平成８年10月 小山公認会計士事務所 入所

(注)5 ―

平成９年10月 センチュリー監査法人         

(現新日本監査法人) 入所

平成12年４月 公認会計士登録

平成13年７月 平田公認会計士事務所開設（現任）

平成15年10月 ㈱バトルステーション取締役（現任）

平成15年12月 ㈲ハイ・シーズン代表取締役（現任）

平成15年12月 ㈱アイディール監査役（現任）

平成16年４月 ㈱マイダスキャピタル常勤監査役 

(現任)

平成19年６月 当社監査役（現任）

計 ―



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  
コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、継続的な企業価値の向上を達成するために、コーポレート・ガバナンスの強化を重要な経
営課題と認識し、経営効率を高めるとともに、経営の透明性を計り、機動的な意思決定に対応できる
経営管理組織の充実に努めております。 

  
(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 
当社は、監査役制度を採用しております。 

  
取締役会は、原則月１回、その他必要に応じて開催しており、経営の意思決定を迅速かつ効率的

に行うため、取締役６名で構成しております。うち１名は会社法第２条第15号に定める社外取締役
であります。 
  

監査役会は、３名の監査役（常勤監査役１名、非常勤監査役２名）で構成しており、３名とも、
会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。監査役は、取締役会、経営会議等に積極的に
参加し、意見を述べております。また、会計監査人と会計監査の適正性に関し適時意見表明を行っ
ております。 
  

②当社における会社の機関等の関係 
  

 

  



③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 
当社は、平成18年５月11日開催の取締役会において、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制（内部統制システム)」
構築の基本方針について、以下の通り決定しております。  
  

ⅰ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
会社全体の業務執行が適正かつ健全に行われるよう、取締役会は企業統治を一層強化する観点

から、実効性のある内部統制システムの構築と法令遵守の確立に努める。また、監査役は内部統
制システムの有効性と機能を監査し、課題の早期発見と是正に努める。 

  
ⅱ 取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制 

取締役は、取締役会議事録、稟議決裁書その他その職務の遂行に係る情報を文書管理規程、稟
議規程等の社内規程の定めるところに従い、適切に保存する。それらは社外を含む役員の要求が
あるときは、いつでも閲覧に供せるよう管理されねばならない。 

  
ⅲ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ａ．会社業務に関するリスク情報の収集と分析を行い、リスク管理規程に基づき重要なリスクカ
テゴリーごとの（例えば、財務、人事、経理等の）責任部署を定め、親会社の責務としてグ
ループ全体のリスクを統括的、網羅的に管理する。 

ｂ．不測の事態を想定した危機管理規程を策定し、関係者の教育及び訓練を行う。取締役及びグ
ループ監査部門は定期的にこれらの統制状況を点検し、是正や改善等を指示する。 

  
ⅳ 取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制 

職務権限規程、業務分掌規程、取締役会規程等に従い、適正かつ効率的な職務執行が行われる
体制を採っている。また、意思決定プロセスのより一層の適正化をはかるため、取締役会への弁
護士、公認会計士およびその他の専門家の出席を確保している。 

  
ⅴ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ａ．社内に役社員から成るコンプライアンス推進チームをつくり、法令、定款その他社内規程及
び社会通念などを遵守した行動をとるための倫理規程、行動規範等を定め、その周知徹底と
規範等の遵守の推進を図る。 

ｂ．法令定款違反、社内規程違反あるいは社会通念に反する行為に気づいた役社員はコンプライ
アンス推進チームに相談する。 

  
ⅵ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制 
子会社より各社の営業の状況を月次で報告させ、関係会社管理規程に基づき、親会社とグルー

プ会社による合同ミーティングを定期的に開催、市場問題、財務状況、業績予測などにつき適正
な経営行動がとられているか等、親会社取締役による子会社指導が綿密に行われている。 

また、親会社、Ｔ・ＺＯＮＥホールディングスにグループ内部監査室を設け、グループに内在
する諸問題または重大なリスクを伴う事象の発見に努め、グループ全体の利益を守る見地から、
グループ各社の業務執行の適正性を確保する。なお、グループ内監査室はＴ・ＺＯＮＥホールデ
ィングスの内部監査機能を併せ持つ。 

  
ⅶ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置く場合における当該使用人に関する事項 

当社は純粋持株会社であり、自ら行う事業を持っていない。したがって、支社あるいは支店は
設置せず、本社は小人数による小規模組織で運営されており、また、連結子会社も持分法適用会
社を除けば10社に満たず、監査規模からみて監査役室に所属し専ら監査役の職務を補助する使用
人は置かない方針である。 

  
ⅷ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

ａ．取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令ないし定款違反もしくは不正の事実、ま
たは、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、随時、監査役会に報告
しなければならない。 

ｂ．取締役及び使用人は、業務運用あるいは組織に重大な影響を及ぼす決定を行ったときは遅滞
なく監査役会に報告する。また、グループ内部監査室長は内部監査終了ごとに監査の方法お
よび結果の概要を監査役会に書面で報告する。 

  
ⅸ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ａ．代表取締役は、監査役と可能な限り会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見交
換のほか、意思の疎通を図る。 

ｂ．取締役会は、業務の適正を確保するうえで重要と考える業務執行会議への監査役の出席を確
保する。 

  



④内部監査および監査役監査の状況 
内部監査は、社長直轄の内部監査室が監査計画に基づくグループ内監査を実施しており、その結

果については、当該会社社長へ報告されるほか、関係部署と情報の共有化を図り、内部管理体制の
充実に努めております。 

監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名からなり、取締役会に出席し、取締役及び従業員
などからその職務の遂行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めております。また、重
要な決済書類等を閲覧し当社の業務及び財産の状況を調査いたしました。 

  
⑤会計監査の状況 

平成19年３月期に係る監査は、みすず監査法人の業務執行社員である公認会計士 川田増三、同 
福田日武の両氏が執行いたしました。また、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士14名、会
計士補３名、その他３名であります。 
  

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 
取締役 石橋明日香氏は、㈱ファイトレードコーポレーションの代表取締役であります。同社と

当社グループとの間には、資本関係、事業上の人的関係及び取引関係はありません。 
監査役 小野聡氏は、かつま法律事務所所属の弁護士であります。同事務所と当社及び当社グル

ープとの間には、事業上の取引があります。 
監査役 伊井和彦氏は、伊井法律事務所所属の弁護士であります。同事務所と当社及び当社グル

ープとの間には、事業上の取引はありません。 
  

(2) リスク管理体制の整備の状況 
取締役及び監査役参加の経営会議を週１回以上開催し、経営情報、営業施策等についての情報の

共有化に努めると共に、社内リスクを検証評価し、事故発生を防止する体制としております。特に
重要な契約等については、原則として顧問弁護士の意見を聴取することとしており、不測のリスク
をできる限り事前に回避する対応をとっております。 

リーガルアドバイザーは、かつま法律事務所、アルグレット法律事務所に依頼し、必要に応じて
助言と指導を受けており、社外の専門家と密接な関係を保ちつつ、経営に法的なコントロール機能
が十分働くように努めております。 
  

(3) 役員報酬の内容 
当事業年度における当社取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。 

 取締役      ５名   27百万円（うち社外１名   2百万円）  
 監査役      ３名   10百万円（うち社外３名  10百万円） 

  
(4) 監査報酬の内容 

当社及び当社子会社の会計監査人であるみすず監査法人に対する報酬は、以下のとおりでありま
す。 

 
  

(5) 株主総会の特別決議要件 
当社は、会社法第309条第２項の定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行
う旨を定款に定めております。これは、株主総会の円滑な運営を図るためであります。 

  
(6) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めており
ます。 

  
(7) 取締役会で決議できる株主総会決議事項 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会決議によって市場取引等により自己株式を
取得することができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本
政策を行うためであります。 

  
(8) 取締役の定数 

当社の取締役は３名以上とする旨を定款に定めておりす。 

  

公認会計士法第２条１項の業務に係る報酬等の額 95百万円
上記以外の報酬 4百万円
合計 99百万円



第５ 【経理の状況】 
  
１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

  

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大
蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 
なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸

表規則に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連
結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令

第59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 
なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則

に基づき、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規
則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18

年３月31日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の
財務諸表について中央青山監査法人の監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19
年３月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の
財務諸表について、みすず監査法人により監査を受けております。 
なお、中央青山監査法人は平成18年9月1日付けで法人名称を変更し、みすず監査法人となっており
ます。 
  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 
  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※2 7,009 9,853

 ２ 商業手形 ※2,7 7,598 6,386

 ３ 受取手形及び売掛金 ※7 4,440 5,173

 ４ 営業貸付金 ※2 7,920 12,317

 ５ 買取債権 465 1,541

 ６ 営業投資有価証券 ※2,3 7,700 6,678

 ７ たな卸資産 ※2 10,299 16,530

 ８ 繰延税金資産 1,115 1,106

 ９ その他 511 3,784

   貸倒引当金 △93 △242

   流動資産合計 46,968 51.9 63,128 48.1

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 ※2 307 354

    減価償却累計額 56 251 68 285

  ２ 機械装置及び運搬具 45 42

    減価償却累計額 13 31 17 24

  ３ 土地 ※2 586 586

  ４ その他 ※2 377 496

    減価償却累計額 209 167 298 198

   有形固定資産合計 1,036 1.1 1,094 0.8

 (2) 無形固定資産

  １ のれん ― 1,195

  ２ 連結調整勘定 108 ―

  ３ 商標権 142 110

  ４ その他 69 766

   無形固定資産合計 321 0.4 2,072 1.6



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※2,3 40,712 48,260

  ２ 関係会社社債 ※4 ― 15,000

  ３ 預け金 ※2 664 792

  ４ 繰延税金資産 84 96

  ５ その他 ※1 1,068 1,450

    貸倒引当金 △408 △504

   投資その他の資産合計 42,120 46.5 65,094 49.5

  固定資産合計 43,479 48.0 68,262 51.9

Ⅲ 繰延資産

 １ 新株発行費 69 19

  繰延資産合計 69 0.1 19 0.0

   資産合計 90,516 100.0 131,411 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※7 2,227 2,394

 ２ 短期借入金 ※2 25,412 48,997

 ３ １年内償還社債 ― 15,000

 ４ 未払金 707 976

 ５ 未払法人税等 619 1,131

 ６ 債務保証損失引当金 22 ―

 ７ 保証履行引当金 ― 220

 ８ 返品調整引当金 ― 128

 ９ 繰延税金負債 924 478

 10 その他 645 2,153

   流動負債合計 30,558 33.8 71,481 54.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 9,223 12,360

 ２ 製品保証引当金 21 19

 ３ 繰延税金負債 2,272 42

 ４ その他 588 596

   固定負債合計 12,106 13.4 13,019 9.9

  負債合計 42,664 47.2 84,500 64.3

(少数株主持分)

  少数株主持分 17,504 19.3 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※5 6,109 6.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 11,777 13.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 9,184 10.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,235 3.6 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 83 0.1 ― ―

 自己株式 ※5 △43 △0.0 ― ―

  資本合計 30,347 33.5 ― ―

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

90,516 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 6,109

 ２ 資本剰余金 ― 11,777

 ３ 利益剰余金 ― 14,941

 ４ 自己株式 ― △5,983

   株主資本合計 ― ― 26,844 20.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― 1,275

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― 2

 ３ 為替換算調整勘定 ― 167

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,445 1.1

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 18,620 14.2

   純資産合計 ― ― 46,910 35.7

   負債純資産合計 ― ― 131,411 100.0



②【連結損益計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 35,070 100.0 41,398 100.0

Ⅱ 売上原価 24,305 69.3 26,839 64.8

   売上総利益 10,764 30.7 14,559 35.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,4 5,952 17.0 7,556 18.3

   営業利益 4,812 13.7 7,002 16.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 0 87

 ２ 受取配当金 0 0

 ３ 受入利益金 44 ―

 ４ 持分法による投資利益 683 836

 ５ 雑収入 62 790 2.3 212 1,136 2.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 274 942

 ２ 支払手数料 59 100

 ３ 証券代行手数料 18 23

 ４ 新株発行費償却 30 21

 ５ 雑損失 62 444 1.3 86 1,174 2.8

   経常利益 5,158 14.7 6,965 16.8

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※2 163 22

 ２ 償却債権取立益 40 25

 ３ 関係会社株式売却益 3,218 1,048

 ４ 持分変動利益 214 ―

 ５ 匿名組合投資利益 86 118

 ６ その他 ― 3,723 10.6 14 1,229 3.0

Ⅶ 特別損失

 １ 前期損益修正損 1 ―

 ２ 固定資産処分損 ※3 55 22

 ３ 債権流動化費用 62 ―

 ４ 返品調整引当金繰入額 ― 148

 ５ その他 0 119 0.3 14 186 0.4

   税金等調整前当期純利益 8,761 25.0 8,008 19.4

   法人税、住民税及び 
   事業税

966 1,803

   法人税等調整額 610 1,576 4.5 △10 1,793 4.4

   少数株主利益 405 1.2 456 1.1

    当期純利益 6,779 19.3 5,758 13.9



③【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 11,777

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 11,777

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,381

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 6,779

 ２ 新規持分法適用会社の増
加に伴う利益剰余金増加
高

23 6,802

Ⅲ 利益剰余金期末残高 9,184



 ④【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,109 11,777 9,184 △43 27,027

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 5,758 5,758

 自己株式の取得 △5,939 △5,939

 新規連結に伴う変動額 △1 △1

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

―

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 5,756 △5,939 △183

平成19年３月31日残高(百万円) 6,109 11,777 14,941 △5,983 26,844

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,235 ― 83 3,319 17,504 47,851

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 ― 5,758

 自己株式の取得 ― △5,939

 新規連結に伴う変動額 ― △1

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△1,959 2 83 △1,873 1,115 △758

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△1,959 2 83 △1,873 1,115 △940

平成19年３月31日残高(百万円) 1,275 2 167 1,445 18,620 46,910



⑤【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 8,761 8,008

   減価償却費 141 268

   貸倒引当金の増加額 60 245

   製品保証引当金の減少額 △9 △2

   債務保証損失引当金の増加額 22 ―

   保証履行引当金の増加額 ― 198

   返品調整引当金の増加額 ― 128

   受取利息及び受取配当金 △0 △87

   支払利息 274 942

   持分法による投資利益 △683 △262

   関係会社株式売却益 △3,218 △1,048

   持分変動益 △214 ―

   固定資産処分損 55 22

   固定資産売却益 △163 △22

   商業手形の減少額 1,711 79

   買取債権の増加額 ― △1,075

   売上債権の増加額 △518 △683

   棚卸資産の増加額 △2,342 △6,215

   営業貸付金の増加額 △1,558 △4,396

   営業投資有価証券の増加額 △1,983 △680

   仕入債務の増加額(△減少額) △567 160

   未払金の増加額 259 256

   その他 311 △1,027

    小計 337 △5,192

   利息及び配当金の受取額 97 24

   利息の支払額 △289 △964

   法人税等の支払額 △668 △1,314

   営業活動によるキャッシュ・フロー △522 △7,447

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の払込による支出 △305 △545

   定期預金の払戻による収入 50 320

   有形固定資産の取得による支出 △132 △201

   有形固定資産の売却による収入 370 4

   無形固定資産の取得による支出 △14 △803

   無形固定資産の売却による収入 ― 0

   投資有価証券の取得による支出 △21,537 △12,612

   投資有価証券の売却による収入 296 747

   関係会社社債の取得による支出 ― △15,000

   子会社株式の売却による収入 3,666 2,282

   保証金の差入による支出 △152 △85

   保証金の返還による収入 27 46

   貸付金の実行による支出 ― △2,072

   貸付金の回収による収入 ― 360

   連結の範囲の変更を伴う 
   子会社株式の取得による収入

― 31

   その他 △229 △117

   投資活動によるキャッシュ・フロー △17,962 △27,643



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入による収入 43,089 71,331

   短期借入金の返済による支出 △35,136 △47,436

   社債の発行による収入 ― 15,000

   長期借入による収入 4,000 6,650

   長期借入金の返済による支出 △2,463 △2,850

   少数株主の払込による収入 10,759 ―

   少数株主への配当金の支払 △126 △172

   自己株式の取得による支出 △20 △5,939

   その他 ― 1,100

   財務活動によるキャッシュ・フロー 20,103 37,682

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,618 2,591

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,026 6,644

Ⅶ 新規連結による現金および 
         現金同等物の増加額

― 26

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 6,644 9,263



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

子会社のうち、下記の９社を連結しております。

㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

㈱マイダス・アプレイザー

      アンドギャランティー

マルマン㈱

㈱ジャスティス債権回収

㈱イーマックス

㈱マイダスキャピタル

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター

マルマンバイオ㈱

 

 

 

 

 

 

 

 

日本アプレイザー㈱は、平成17年８月１日付で社

名を㈱マイダス・アプレイザーアンドギャランテ

ィーに変更いたしました。

子会社の㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターが販売促

進を電話にて行うコールセンター事業を開始し、

当期下期より連結の範囲に含めております。

また、平成18年３月1日付でマルマン㈱のヘルス

ケア事業部が分社化独立し、マルマンバイオ㈱と

なり連結対象子会社となりました。

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社

子会社のうち、下記の17社を連結しております。

㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ

㈱ＭＡＧ

マルマン㈱

マルマンバイオ㈱

エムアイトレーディング㈱

マルマンエンタープライズ㈱

㈱ジャスティス債権回収

㈱イーマックス

㈱マイダスキャピタル

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター

㈱ＩＰＯ・ＩＲ研究所

㈱TEMJIN OPPORTUNISTIC INVESTMENT

㈱ジャック・アンド・ベティー・

          トレーディング

㈱プロパティーマネージメント

㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチ

恵比寿不動産投資合同会社

㈱マイダス・アプレイザーアンドギャランティー

は、平成18年11月１日付けで社名を㈱ＭＡＧに変

更いたしました。 

また、エムアイトレーディング㈱及びマルマンエ

ンタープライズ㈱を、平成18年10月２日付で新設

分割により設立いたしました。 

子会社の㈱ＩＰＯ・ＩＲ研究所が株式公開に関す

るコンサルタント事業を拡大し、㈱ TEMJIN 

OPPORTUNISTIC INVESTMENTが不動産業を、また、

㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチが情報提供サービス事業

を開始し、当期より連結の範囲に含めておりま

す。 

第三者割当増資により発行された新株を取得した

ことにより、平成18年10月25日付けで㈱ジャッ

ク・アンド・ベティー・トレーディングを、また

平成18年11月27日付けで㈱プロパティーマネージ

メントを当社の連結子会社といたしました。 

さらに、平成19年３月29日付けの出資により、恵

比寿不動産投資合同会社を取得し、連結子会社と

いたしました。

(2) 主要な非連結子会社

㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィスサービス

なお、㈱バックオフィスサービスは、㈱Ｔ・Ｚ

ＯＮＥバックオフィスサービスに社名変更してお

ります。

非連結子会社はいずれも小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外

しております。

(2) 主要な非連結子会社

Ｔ・ＺＯＮＥ証券㈱ 

同左



  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用関連会社

ビオフェルミン製薬㈱     ６社

理研ビタミン㈱

佐藤食品工業㈱

日本管財㈱

ミヤコ㈱

㈱マルマンコリア

佐藤食品工業㈱、理研ビタミン㈱、日本管財

㈱、ミヤコ㈱は、当社が株式を追加取得し持分法

適用会社となったため、当連結会計年度より持分

法の適用範囲に含めております。

連結調整勘定相当額については、定額法により

10年で償却しております。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用関連会社

ビオフェルミン製薬㈱     ８社

理研ビタミン㈱

佐藤食品工業㈱

日本管財㈱

ミヤコ㈱

㈱マルマンコリア

㈱大田花き

㈱塩見ホールディングス

㈱大田花き、㈱塩見ホールディングスは、当社

が株式を追加取得し持分法適用会社となったた

め、当連結会計年度より持分法の適用範囲に含め

ております。

のれん相当額については、定額法により10年で

償却しております。

(2) 持分法非適用の非連結子会社及び関連会社

主要な非連結子会社等

㈱Ｔ・ＺＯＮＥバックオフィスサービス

持分法を適用していない非連結子会社等

はいずれも小規模であり、当期純損益及び

利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外して

おります。

Ｔ・ＺＯＮＥ ＶＣファンド投資事業有

限責任組合およびＴ・ＺＯＮＥ ＶＩファ

ンド投資事業組合等については、組合の純

資産及び収益・費用を当社の出資持分割合

に応じて計上してあるため、持分法の適用

から除外しております。

(2) 持分法非適用の非連結子会社及び関連会社

主要な非連結子会社等

Ｔ・ＺＯＮＥ証券㈱

同左

 ――――――――――

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の決算日は、以下の会社を除き連結決算

日と一致しております。

    ７月31日 … ㈱ジャスティス債権回収

㈱イーマックス

㈱マイダスキャピタル

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター

    ９月30日 … マルマン㈱

マルマンバイオ㈱ 

 

 

 

 

 

 

 連結財務諸表の作成に当たっては連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の決算日は、以下の会社を除き連結決算

日と一致しております。

    ７月31日 … ㈱ジャスティス債権回収

㈱イーマックス

㈱マイダスキャピタル

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター

    ９月30日 … マルマン㈱

マルマンバイオ㈱

エムアイトレーディング㈱

マルマンエンタープライズ㈱

㈱ジャック・アンド

  ベティー・トレーディング
         ㈱プロパティーマネージメント
    12月31日 … 恵比寿不動産投資合同会社

同左



  
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産

ａ）商品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ…

移動平均法による原価法

  マルマン㈱、マルマンバイオ㈱

       ……総平均法による原価法

 

 

ｂ）販売用不動産

㈱イーマックス…個別法による原価法 

 

 

ｃ）製品・原材料

マルマン㈱……総平均法による原価法

ｄ）仕掛品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ…

個別法による原価法

       マルマン㈱……総平均法による原価法

ｅ）仕掛不動産

㈱イーマックス…個別法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産

ａ）商品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ…

移動平均法による原価法

  マルマン㈱、マルマンバイオ㈱、

  エムアイトレーディング㈱、

  マルマンエンタープライズ㈱

……総平均法による原価法

ｂ）販売用不動産

  ㈱イーマックス、㈱TEMJIN

  OPPORTUNISTIC INVESTMENT

            ……個別法による原価法

ｃ）製品・原材料

マルマン㈱……総平均法による原価法

ｄ）仕掛品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ…

個別法による原価法

マルマン㈱……総平均法による原価法

ｅ）仕掛不動産

  ㈱イーマックス、恵比寿不動産投資

合同会社  ……個別法による原価法

――――――――――    ②デリバティブ 

     時価法

③有価証券

その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

③有価証券

その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

時価のあるもの……決算期末日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し

売却原価は移動平均法により算定）

時価のあるもの

同左

時価のないもの

  ……主として、移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産……定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ａ）建物及び構築物…………３～47年

ｂ）有形固定資産その他……２～20年

②無形固定資産……定額法

なお、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

重要な繰延資産の処理方法

新株発行費

３年間で毎期均等額以上を償却する方法によっ

ております。

重要な繰延資産の処理方法

新株発行費 

同左

重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、

     ａ）一般債権

     貸倒実績率により、回収不能見込額を計上し

ております。

     ｂ）貸倒懸念債権及び破産更生債権等

     個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

重要な引当金の計上基準

  ①貸倒引当金

 同左 

 

 

 

 

 

 



  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――
  ②製品保証引当金

      製品の無償補修に対する費用の支出に充て

るため、過去の実績率を基礎として、発生見

込額を計上しております。

  ③保証履行引当金

      賃貸保証事業に係る損失に備えるため、過

去の実績保証履行損失率を勘案し、損失負担

見込額を計上しております。

  ④返品調整引当金

      将来予想される売上返品に備えるため、過

去の返品実績率に基づく返品損失見積額を計

上しております。

重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

重要なリース取引の処理方法

 同左

 

―――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

    税抜方式によっております。 

 

 

②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
 ①ヘッジ会計の方法

      繰延ヘッジ処理を採用しております。 

また、為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を充たしている場合には振当処理

を採用しております。
 ②ヘッジ手段とヘッジ対象
   ヘッジ手段…
    為替予約
   ヘッジ対象…

     製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入

による外貨建買入債務
 ③ヘッジ方針

     当社の内規である「市場リスク管理規定」に

基づき、為替リスクをヘッジしております。
 ④ヘッジ有効性評価の方法

     ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断しておりま

す。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   ①消費税等の会計処理

     税抜方式によっており、資産に係る控除対象

外消費税等は、発生連結会計年度の期間費用

としております。

②連結納税制度の適用

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

       同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定は、５年間で均等償却しております

が、金額が僅少な場合は発生年度に全額償却しており

ます。

 

―――――――――― 

 

       

 

―――――――――― 

 

７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却しておりますが、金額

が僅少な場合は発生連結会計年度に全額償却しており

ます。

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分（損失処

理）について、連結会計年度中に確定した利益処分

（損失処理）に基づいて作成しております。

――――――――――



  

 
  
  

会計処理の変更 
  

 
  

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手元現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。なお、明らかに短期借入金と同様と認められるも

の以外の当座借越は、負の現金同等物として扱ってお

ります。

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

       同左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 固定資産の減損に係る会計基準
  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計 
 基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す 
 る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及 
 び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企 
 業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適 
 用しております。これにより損益に与える影響は有 
 りません。

―――――――――― 
 

―――――――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月９日企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。なお、これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、28,287百万円であります。

また、連結財務諸表規則の改正により、当連結会

計年度における連結財務諸表は、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。
３ 金融商品会計に関する実務指針の改正

当連結会計年度より「[金融商品会計に関する実

務指針]の改正」（会計制度委員会報告第14号 

終改正平成18年10月20日）を適用しております。こ

れに伴い、改正前の実務指針に則り計上していた、

その他有価証券評価差額金並びに少数株主持分及び

繰延税金負債を振り戻しました。この結果、投資有

価証券証券は、5,293百万円、その他有価証券評価

差額金は1,617百万円、少数株主持分は1,450百万

円、繰延税金負債は2,225百万円それぞれ減少して

おります。

４ 返品の会計処理の変更

返品の会計処理について、従来は発生時に売上高

から控除する処理をしてきましたが、当該連結子会

社において、平成18年10月２日に国際事業部及び特

販事業部を分社化したことに伴い、顧客属性を区分

して将来の返品を合理的に見込むことが可能となっ

たこと、および新製品の発売サイクルが短縮された

ことにより返品の重要性が増したことから、実態を

より適切に表示するため、当連結会計年度から返品

見込額に対する売上総利益の見積額を返品調整引当

金として計上しております。これに伴い、従来の方

法に比べて税金等調整前当期純利益が148百万円減

少しております。



表示方法の変更 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結貸借対照表)
１ 「出資金」は、金額的重要性がなくなったため、当

連結会計年度より投資その他の資産の「その他」に
含めて表示しております。なお、当連結会計年度の
「出資金」は、１百万円であります。

２ 「差入敷金及び保証金」は、金額的重要性がなくな
ったため、当連結会計年度より投資その他の資産の
「その他」に含めて表示しております。なお、当連
結会計年度の「差入敷金及び保証金」は、263百万
円であります。

(連結貸借対照表)
１ 当連結会計年度より、無形固定資産の「連結調整勘

定」を「のれん」と表示変更いたしました。 
 
 

２ 当連結会計年度より、流動負債の「債務保証損失引
当金」を「保証履行引当金」と表示変更いたしまし
た。

(連結損益計算書)
１ 「固定資産売却益」については、連結損益計算書に

おいて特別利益の「その他」に含めて表示しており
ましたが、内容を明瞭に表示するため、区分掲記す
ることに変更いたしました。なお、前連結会計年度
の「固定資産売却益」は０百万円であります。

（連結損益計算書）
――――――――――

(連結キャッシュ・フロー計算書)
１ 営業キャッシュ・フローの「製品保証引当金の減少

額」については、前連結会計年度まで営業活動によ
るキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示し
ておりましたが、内容を明瞭に表示するため、区分
掲記することに変更いたしました。なお、前連結会
計年度の「製品保証引当金の増加額」は、31百万円
であります。

２ 営業キャッシュ・フローの「固定資産売却益」につ
いては、前連結会計年度まで営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま
したが、内容を明瞭に表示するため、区分掲記する
ことに変更いたしました。なお、前連結会計年度の
「固定資産売却益」は、△０百万円であります。

３ 営業キャッシュ・フローの「商業手形の減少額」に
ついては、前連結会計年度まで営業活動によるキャ
ッシュ・フローの「売上債権の増加額」に含めて表
示しておりましたが、内容を明瞭に表示するため、
区分掲記することに変更いたしました。なお、前連
結会計年度の「商業手形の減少額」は、342百万円
であります。

４ 営業キャッシュ・フローの「未払金の増加額」につ
いては、前連結会計年度まで営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他」に表示しておりました
が、内容を明瞭に表示するため、区分掲記すること
に変更いたしました。なお、前連結会計年度の「未
払金の増加額」は、82百万円であります。 

(連結キャッシュ・フロー計算書)
１ 当連結会計年度より、営業活動によるキャッシュ・

フローの「債務保証損失引当金の増加額」を「保証
履行引当金の増加額」と表示変更いたしました。 
 
 
 
 

――――――――――



次へ 

  

 
  
  
追加情報 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 追加情報に記載のとおり、当連結会計年度より投資

事業を営む連結子会社が保有する関連会社株式を 

「投資有価証券」として表示しております。それに

従い、関連会社株式の取得による支出を前連結会計

年度では営業キャッシュ・フローの「営業投資有価

証券の増加額」に含めて表示しておりましたが、当

連結会計年度より投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「投資有価証券の取得による支出」に変更いた

しました。なお、前連結会計年度の「営業投資有価

証券の増加額」に含まれている関連会社株式の取得

による支出は、△197百万円であります。

６ 投資活動によるキャッシュ・フローの「子会社株式

の取得による支出」は、内容を明瞭に表示するた

め、当連結会計年度より投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「投資有価証券の取得による支出」に

変更いたしました。なお、当連結会計年度の「投資

有価証券の取得による支出」に含まれている「子会

社株式の取得による支出」は、△140百万円でありま

す。

 

――――――――――

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 関連会社株式

 従来、投資事業を営む連結子会社が保有する関連

会社株式を、「営業投資有価証券」として流動資産

に計上しておりましたが当連結会計年度より「投資

有価証券」として、また、従来、当該関連会社への

持分法適用に関する損益については「売上高」に含

めておりましたが、同じく当連結会計年度から営業

外損益として計上しております。変更事由としては

関連損益が増加しつつある中、保有期間も長期にわ

たっていることから、投資残高とその関連損益を明

瞭に表示するために表示区分を変更しました。当該

処理により流動資産は40,257百万円減少し、同額固

定資産が増加しております。又、営業利益が683百

万円減少しますが、経常利益及び税金等調整前当期

純利益には影響がありません。

――――――――――



注記事項 
(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)

当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

 
※１ 投資不動産の減価償却累計額 1百万円

 
※１ 投資不動産の減価償却累計額 4百万円

 

 

※２ 担保資産

(1) 担保に供している資産
預金 305百万円
商業手形 6,116百万円
営業貸付金 1,666百万円
営業投資有価証券 6,186百万円
たな卸資産 5,921百万円
建物及び構築物 137百万円
土地 167百万円
有形固定資産「その他」 2百万円
投資有価証券 14,586百万円

計 35,090百万円

(2) 担保資産に対する債務
短期借入金 17,209百万円
長期借入金 8,919百万円

計 26,128百万円

また、商業手形の流動化を行っており、譲渡担保

付借入として会計処理しております。上記の担保に

供している資産には、この流動化によるものが商業

手形に5,569百万円含まれております。 

さらに、この流動化に関連し、投資その他の資産

「預け金」に621百万円が留保されております。

 

 

※２ 担保資産

(1) 担保に供している資産
預金 530百万円
商業手形 5,303百万円
営業貸付金 2,427百万円
営業投資有価証券 6,099百万円
たな卸資産 8,973百万円
建物及び構築物 131百万円
土地 167百万円
有形固定資産「その他」 1百万円
投資有価証券 33,816百万円

計 57,451百万円

(2) 担保資産に対する債務
短期借入金 29,810百万円
長期借入金 12,098百万円

計 41,909百万円

また、商業手形の流動化を行っており、譲渡担保

付借入として会計処理しております。上記の担保に

供している資産には、この流動化によるものが商業

手形に4,620百万円含まれております。 

さらに、この流動化に関連し、投資その他の資産

「預け金」に727百万円が留保されております。

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。
投資有価証券(株式) 39,486百万円
投資有価証券(その他) 1,105百万円

※３ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。
投資有価証券(株式) 47,730百万円
投資有価証券(その他) 15,410百万円

――――――――――
※４ 関係会社社債

平成18年10月27日に㈱メサイア・インベストメン

ト（現㈱ＳＦＣＧ）が発行する円建他社株償還特約

付社債を取得いたしました。その内容は以下の通り

であります。 

 ①発行口数 ： 150百万口 

 ②買取口数 ： 150百万口 

 ③買取価格 ： 1株につき100円 

 ④利  率 ： 1.0％ 

 ⑤主な特約事項 ： 

  対象株式は㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス  

  普通株式で、行使価格2,080円/株（7,211,500 

  株）となっており、任意繰上償還条項がついて 

  おります。

 

※５ 自己株式の保有数

 普通株式 15,672株

   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

33,137,822株であります。

――――――――――



  

 
  
  

(連結損益計算書関係) 
  

 
  

前連結会計年度 

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

 

 ６ 偶発債務

   連帯保証債務

   賃貸保証事業に係る保証極度限度額であります。
保証極度限度額 5,629百万円

 

 ６ 偶発債務

   連帯保証債務

   賃貸保証事業に係る保証極度限度額であります。
保証極度限度額 40,081百万円

――――――――――

 

 

※７ 期末日満期手形の処理

   期末日満期手形の会計処理については、一部の連結

子会社を除き、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当連結会計年度末日が金融機関

の休日であっため、次の期末日満期手形が期末残

高に含まれております。
受取手形 75百万円
支払手形 133百万円

   なお、一部の連結子会社については、満期日に決済

が行われたものとして処理しており、期末日満期

手形の金額は次の通りであります。
商業手形 74百万円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。
給料手当 1,643百万円
販売促進費 878百万円
支払手数料 886百万円
減価償却費 64百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。
給料手当 2,235百万円
販売促進費 845百万円
支払手数料 824百万円
貸倒引当金繰入額 250百万円
保証履行引当金繰入額 198百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 35百万円
土地 128百万円
   計 163百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
機械装置及び運搬具 0百万円
有形固定資産その他 21百万円
  計 22百万円

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 16百万円
機械装置及び運搬具 1百万円
有形固定資産その他 8百万円
無形固定資産 28百万円
   計 55百万円

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 14百万円
機械装置及び運搬具 2百万円
有形固定資産その他 0百万円
無形固定資産その他 7百万円
  計 22百万円

※４ 研究開発費の総額

売上原価、販売費及び一般管理費に含まれる研究

開発費は次のとおりであります。

60百万円

※４ 研究開発費の総額

売上原価、販売費及び一般管理費に含まれる研究

開発費は次のとおりであります。

58百万円



次へ 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加のうち主なものは、市場取引等による株式の取得3,001千株であります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 33,137 ― ― 33,137

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 15 3,001 ― 3,017

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 7,009百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △365百万円

現金及び現金同等物 6,644百万円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 9,853百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △590百万円

現金及び現金同等物 9,263百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ 借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ 借主側

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産その他 244 166 78

無形固定資産その他 150 40 109

合計 394 206 187

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産その他 172 110 62

無形固定資産その他 182 38 143

合計 354 148 206

(2) 未経過リース料期末残高相当額
１年内 73百万円
１年超 140百万円
合計 214百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額
１年内 78百万円
１年超 132百万円
合計 211百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額
支払リース料 73百万円
減価償却費相当額 78百万円
支払利息相当額 2百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額
支払リース料 107百万円
減価償却費相当額 100百万円
支払利息相当額 9百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

    同左

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法 

    同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

    同左



(有価証券関係) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

 
  

２．時価評価されていない主な有価証券 
（単位：百万円） 

 
  

  

種類

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

取得原価
連結貸借

対照表計上額
差 額 取得原価

連結貸借 
対照表計上額

差 額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 
（１）株式 
（２）債券 
（３）その他

 
 
 

5,554 
― 
―

 
 

7,700 
― 
―

 
 

2,146 
― 
―

 
 

5,603 
― 
―

 
 
 

6,678 
― 
―

 
 

1,074 
― 
―

 小 計 5,554 7,700 2,146 5,603 6,678 1,074

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 
（１）株式 
（２）債券 
（３）その他

 
 
 

― 
― 
―

 
 

― 
― 
―

 
 

― 
― 
―

 
 

― 
― 
―

 
 
 

― 
― 
―

 
 

― 
― 
―

 小 計 ― ― ― ― ― ―

合 計 5,554 7,700 2,146 5,603 6,678 1,074

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

その他有価証券 
 非上場株式

119 119



(デリバティブ取引関係) 
１．取引状況に関する事項 

  

 
       

２．取引の時価等に関する事項 
前連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日)において、デリバティブ取引を全く

利用しておりませんので、該当事項はありません。 
当連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)において、デリバティブ取引は全て

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 
  
  

(退職給付関係) 
  

 
  
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――
１ 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引
であります。

２ 取引に対する取組方針
為替予約取引は仕入債務の将来の為替相場の変動

によるリスクの回避を目的としており、投機的な取
引は行わない方針であります。

３ 取引の利用目的
為替予約取引は外貨建の仕入債務における為替変

動リスクを回避する目的で利用しております。
４ 取引に係るリスクの内容

為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有
しております。

５ 取引に係るリスクの管理体制
デリバティブ取引に関する方針に従い、管理担当

部門が決裁者の承認を得て行っております。
６ 取引の時価等に関する事項についての補足説明

「取引の時価等に関する事項」についての契約額
等は、当該金額自体がデリバティブ取引に係わる市
場リスク量を示すものではありません。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、全国電子情報技術

産業厚生年金基金に加入しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

２ 退職給付債務に関する事項

全国電子情報技術産業厚生年金基金は当該年金基

金への要拠出額を退職給付とする退職給付会計に関

する実務指針第33項の例外処理を行う制度でありま

す。同基金の年金資産残高のうち、当社及び一部の

連結子会社の掛金割合に基づく当連結会計年度末の

年金資産残高は299百万円であります。

 
３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 10百万円

厚生年金基金拠出金 10百万円



前へ 

(ストック・オプション等関係) 
当連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日)において、当社グループのストッ

ク・オプションに係る該当事項はありません。 
  
  

(税効果会計関係) 
  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 3,289百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 219百万円

棚卸資産評価損否認 11百万円

投資有価証券評価損否認 22百万円

未払事業税 101百万円

その他 46百万円

繰延税金資産小計 3,691百万円

評価性引当額 △2,491百万円

繰延税金資産合計 1,200百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,175百万円

その他 △22百万円

繰延税金負債合計 △3,197百万円

繰延税金負債の純額 △1,997百万円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 1,115百万円

固定資産－繰延税金資産 84百万円

流動負債－繰延税金負債 924百万円

固定負債－繰延税金負債 2,272百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 998百万円

貸倒引当金繰入限度超過額 255百万円

棚卸資産評価損否認 22百万円

投資有価証券評価損否認 72百万円

未払事業税 191百万円

その他 185百万円

繰延税金資産小計 1,726百万円

評価性引当額 △523百万円

繰延税金資産合計 1,203百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △494百万円

その他 △26百万円

繰延税金負債合計 △521百万円

繰延税金資産の純額 681百万円

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 1,106百万円

固定資産－繰延税金資産 96百万円

流動負債－繰延税金負債 478百万円

固定負債－繰延税金負債 42百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳     

 法定実効税率 40.7％

  (調整)

  評価性引当額の減少 △22.2％

  その他 △0.5％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

18.0％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳     

法定実効税率 40.7％

(調整)

 受取配当金の連結消去  
 等に伴う影響

2.3％

 評価性引当額の減少 △24.6％

 繰越欠損金の減少に伴
 う影響

9.4％

 持分法による投資利益 △4.3％

 その他 △1.1％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

22.4％



(セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
                                 （単位：百万円） 

 
 (注)１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及び事業内容 

（１）パソコン関連製品販売事業・・・・・・・パソコン本体・周辺機器・パーツ等の販売事業 

（２）システム開発関連事業・・・・・・・・・システム・ネットワークの開発・アウトソーシング事業

（３）不動産関連事業・・・・・・・・・・・・不動産売買・不動産賃貸仲介・不動産の鑑定評価事業 

（４）金融・投資関連事業・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、 

卸金融・商業手形再割引事業 

（５）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業 

(６）その他事業・・・・・・・・・・・・・・販売促進を電話にて行うコールセンター事業 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、287百万円であり、その主な

ものは、管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち消去又は全体の項目に含めた全社資産の金額は、1,879百万円であり、その主なものは親会

社での余資運用資金（現預金）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

追加情報 

(事業区分の新設） 

その他事業の新設 

その他事業は、㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンターが行っている事業であります。 

  

パソコン 
関連製品 
販売事業

システム 
開発関連 
事業

不動産 
関連 
事業

金融・
投資 

関連事業

スポーツ
用品等製造 
販売事業

その他
事業

計
消去 

又は全社
連結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売上高

（１）外部顧客に対する売
上高

3,639 3,278 15,309 2,938 9,537 348 35,052 17 35,070

（２）セグメント間の内部
売上高又は振替高

33 191 18 ― 0 46 289 (289) ―

計 3,672 3,470 15,327 2,938 9,538 394 35,341 (271) 35,070

営業費用 3,541 2,849 13,621 1,526 8,361 291 30,191 66 30,258

営業利益 131 620 1,706 1,411 1,176 103 5,150 (338) 4,812

Ⅱ 資産、減価償却費お
よび資本的支出

（１）資産 1,426 1,663 11,807 66,520 5,856 270 87,545 2,971 90,516

（２）減価償却費 11 6 14 3 71 0 108 33 141

（３）資本的支出 4 0 11 21 117 32 189 (42) 146



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
                                 （単位：百万円） 

 
 (注)１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及び事業内容 

（１）パソコン関連製品販売事業・・・・・・・パソコン本体・周辺機器・パーツ等の販売事業 

（２）システム開発関連事業・・・・・・・・・システム・ネットワークの開発・アウトソーシング事業

（３）不動産関連事業・・・・・・・・・・・・不動産売買・不動産賃貸仲介・賃貸保証・不動産鑑定 

評価事業、不動産の物件管理・賃貸管理 

（４）金融・投資関連事業・・・・・・・・・・投資事業、債権回収・企業再生事業、 

卸金融・商業手形再割引事業 

（５）スポーツ用品等製造販売事業・・・・・・ゴルフ用品販売事業、ヘルスケア用品販売事業 

(６）その他事業・・・・・・・・・・・・・・販売促進を電話にて行うコールセンター事業、株式公 

開準備を含む企業経営コンサルタント事業、情報提供 

サービス事業、催事等の請負事業 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、297百万円であり、その主な

ものは、管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち消去又は全体の項目に含めた全社資産の金額は、16,962百万円であり、その主なものは親会

社での余資運用資金（現預金）及び管理部門に係る資産等であります。 

 ５．会計方針の変更 

（金融商品会計に関する実務指針の改正） 

「会計処理の変更」３．に記載のとおり、当連結会計年度より「[金融商品会計に関する実務指針]の改 

 正」(会計制度委員会報告第14号 終改正平成18年10月20日)を適用しております。これに伴い、改正 

 前の実務指針に則り計上していた、「金融・投資関連事業」の資産は5,293百万円減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 
前連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）及び当連結会計年度(自 平成18年4月1日 至

平成19年3月31日)において本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であ

るため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  
【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年4月1日 至

平成19年3月31日)において、海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

パソコン 
関連製品 
販売事業

システム 
開発関連 
事業

不動産 
関連 
事業

金融・
投資 

関連事業

スポーツ
用品等製造 
販売事業

その他
事業

計
消去 

又は全社
連結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売上高

（１）外部顧客に対する売
上高

4,014 2,289 19,442 5,016 8,840 1,782 41,384 13 41,398

（２）セグメント間の内部
売上高又は振替高

53 1,591 27 5 1 291 1,971 (1,971) ―

計 4,068 3,880 19,469 5,021 8,841 2,074 43,355 (1,957) 41,398

営業費用 3,985 3,297 16,436 1,944 8,381 1,680 35,726 (1,330) 34,395

営業利益 82 583 3,032 3,077 460 393 7,629 (627) 7,002

Ⅱ 資産、減価償却費お
よび資本的支出

（１）資産 1,487 1,679 21,527 78,901 6,117 3,056 112,770 18,640 131,411

（２）減価償却費 11 11 19 7 98 83 232 28 260

（３）資本的支出 0 ― 56 40 133 810 1,041 (185) 855



【関連当事者との取引】 
前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
（１）親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 
  

（２）役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
（１）親会社及び法人主要株主等 

 
※上記の取引金額及び期末残高に消費税等は含まれておりません。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 
 (注)１．会社法第165条第2項の規定に基づき、固定価格取引による自己株式の取得を行っております。 

   ２．第三者機関の価格算定を参考にして、決定しております。なお、諸条件は次の通りであります。 

     ①発行口数150百万口 ②買取口数150百万口 ③買取価格1株につき100円 ④利率1.0％ 

     ⑤主な特約事項：[対象株式]㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス普通株式 

             [行使価格]2,080円/株(7,211,500株) 

             [その他]任意繰上償還条項付き 

 ３．平成19年１月16日付けで当社の親会社である㈱ＳＦＣＧ及び㈱メサイア・インベストメント並びに 

        ㈱ヴィーナスファンド・ホールディングスは３社合併いたしました。なお、㈱ＳＦＣＧが存続会社 

         となっております。 

  

（２）役員及び個人主要株主等 

 
※上記の取引金額に消費税等は含まれておりません。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 
 (注)１．帳簿価格をもって、非上場株式を売却いたしました。 

  

  

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 

割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 ㈱ＳＦＣＧ
東京都 
中央区

79,149 金融業
(被所有)
直接 
69.5

兼任
２人

―
自己株式の
取得(注1)

5,938 ― ―

親会社
㈱メサイア・ 
インベスト 

メント（注３）

東京都 
中央区

― ― ― ― ―

他社株償還
特約付社債
の購入(注2)

15,000
関係会社
社債

15,000

社債利息の
受取

62
その他 
流動資産

62

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を自己
の計算にお
いて所有し
ている会社
等並びに当
該会社等の
子会社

ナノバイオ 
コスメティッ

クス㈱

東京都 
中央区

100
化粧品等の

販売
― ― ―

株式の売却
(注1）

30 ― ―



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 916.22円

１株当たり当期純利益 204.66円

１株当たり純資産額 939.24円

１株当たり当期純利益 185.51円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

前連結会計年度
（平成18年３月31日)

当連結会計年度
（平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 （百万円） ― 46,910

普通株式に係る純資産額 （百万円） ― 28,290

差額の主な内訳 （百万円） 
  少数株主持分

― 18,620

普通株式の発行済株式総数 （千株） ― 33,137

普通株式の自己株式数 （千株） ― 3,017

１株当たりの純資産額の算定に用いられた 
  普通株式の数 （千株）

― 30,120

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益 （百万円） 6,779 5,758

普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 6,779 5,758

期中平均株式数 （千株） 33,124 31,040



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．㈱ティエルシィの子会社化について
当社は、平成18年４月13日開催の取締役会で株式会社

ティエルシィが発行する第三者割当の新株引受けを決議
いたしました。本新株引受けにより、当社は、株式会社
ティエルシィの株式の50.08％を取得し、同社は当社の
子会社となりました。株式会社ティエルシィは、植物採
取原料を基にした自然素材の基礎化粧品の製造販売を主
力事業としており、当社の子会社である、マルマンバイ
オ株式会社（健康食品・ヘルスケア事業）との親和力が
強く、将来のシナジー効果が見込めます。
新株引受の内容は、下記の通りであります。
① 発行する新株式数 普通株式 301株
② 引受株式数    301株

（新株式発行後総数の 50.1%)
③ 引受価格     1株につき 100,000円
④ 引受価額の総額  30,100,000円
⑤ 払込期日     平成18年4月19日

１．㈱ＫＥホールディングスとの合併について
当社は、平成19年５月23日の取締役会において、平成

19年10月１日を期して、下記の通り株式会社ＫＥホール
ディングスと合併する決議をいたしました。 
なお、本合併については、平成19年６月27日開催の当社
定時株主総会において、合併契約が承認可決されており
ます。
(1) 合併の目的

グループ102社構想を加速度的に実現していくた
めには、株式会社ＳＦＣＧと当社及び株式会社ＫＥ
ホールディングスの複雑に入り組んでいる資本構造
及び人的構造を整理して、当社にホールディング・
カンパニーとしての経営資源を集約する事がベスト
な選択であると考える次第であります。 
そこで今回の合併により、当社はその複雑であるグ
ループ間支配関係をシンプルに改め、管理体制を当
社に一元化することにより、名実ともに当社をグル
ープにおける中核ホールディング・カンパニーとす
ることを目的とします。

(2) 合併方法
 当社を存続会社とする吸収合併で、株式会社ＫＥ

  ホールディングスは解散いたします。
(3) 合併後の会社の名称
 株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス

(4) 合併比率 １：31,849.84
      (第三者機関による算定の結果を参考 

        に、合併当事者間で協議の上、上記 
        合併比率を決定いたしました。)
(5) 発行する新株式数等
      普通株式 63,699,680株

(6) 増加すべき資本等
      合併による資本金及び総資産等への影

        響は、現在精査中であります。
(7) 相手会社の概要（平成18年７月末現在）

① 主な事業内容
  子会社管理業・不動産賃貸業

② 純資産      1,394百万円
③ 総資産      1,402百万円
④ 売上高        461千円
⑤ 当期損失    21,561千円
⑥ 従業員数        10名
  (⑥：平成19年5月22日現在)

※ 株式会社ＫＥホールディングスは、株式会社
ケン・エンタープライズより新設分割により、
平成18年７月１日に設立された会社でありま
す。但し、上記の数値は株式会社ケン・エンタ
ープライズの報告に基づいております。

(8) 合併の時期
       平成19年10月１日（予定）

(9) 配当起算日
       平成19年10月１日（予定）

(10) その他
 本合併によって、株式会社ＳＦＣＧが株式会社 

   Ｔ・ＺＯＮＥホールディングスの子会社となるこ 
   とによって、子会社が親会社となる株式会社Ｔ・ 
   ＺＯＮＥホールディングスの株式を保有すること 
   になります。これについては、法定期限内に第三 
   者への売却をするなどして解消することを予定し 
   ております。   



  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――
２．特定の株主からの自己株式取得について

当社は、平成19年５月29日の取締役会において、当社
定時株主総会に、会社法第160条第１項の規定により、
「特定の株主からの自己株式取得の件」を付議するとこ
を決議いたしました。 
なお、本自己株式の取得については、平成19年６月27日
開催の当社定時株主総会において、承認可決されており
ます。
(1) 取得の理由

機動的な企業再編のため、下記のとおり株式を取

得するものであります。

(2) 取得する株式の種類

        普通株式

(3) 取得する株式の数

        上限7,211,500株

(4) 決済方法

        金銭

(5) 支払代金

        上限15,000,000,000円

(6) 取得する相手方

        ㈱ＳＦＣＧ

(7) 株式を取得することができる期間

      本定時株主総会終結の日の翌日から

      平成20年３月31日まで

――――――――――
３．連結子会社の自己株式取得について

当社の連結子会社であります㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタ
ルは、平成19年６月20日開催の同社臨時株主総会におい
て、会社法第160条第１項の規定により、「特定の株主
からの自己株式取得の件」が承認可決され、同日開催の
同社取締役会にて全ての取得を決議いたしました。 
なお、取得資金は、金融機関よりコマーシャル・ペーパ
ーにて全額調達いたしました。
(1) 取得の理由

機動的な企業再編のため、下記のとおり株式を取

得するものであります。

(2) 取得する株式の種類

        普通株式

(3) 取得する株式の数

        110,322.35株

(4) １株あたりの価額

        174,098円
      (第三者機関による算定の結果を参考 

        に、当事者間で協議の上、上記 
        価額を決定いたしました。)
(5) 支払代金

        金19,206,900,490円

(6) 取得する相手方

        ㈱ＳＦＣＧ

(7) 取得日

        平成19年６月20日



⑥【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
  

 
 (注)１．㈱ＳＦＣＧが連帯保証しております。 

  
  

【借入金等明細表】 
  

 
 (注)１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の
とおりであります。 

 
  
(2)【その他】 

  
該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱Ｔ・ＺＯＮＥ       
キャピタル

第１回無担保保証付普
通社債

平成19年 
３月28日

―
15,000

(15,000)
2.3 ―

平成20年
３月27日

合計 ― ― ―
15,000

(15,000)
― ― ―

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 22,932 46,828 2.9 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,479 2,169 3.3 ―

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 9,223 12,360 2.9 平成25年2月28日

その他の有利子負債（１年以内返済予定） ― 1,100 1.8 ―

合計 34,635 62,457 ― ―

１年超２年以内 
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内 
（百万円）

長期借入金 4,051 993 5,578 896



２ 【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 719 480

 ２ 売掛金 ※６ 24 17

 ３ 関係会社短期貸付金 10,467 4,360

 ４ 未収入金 ※６ 1,162 1,925

 ５ 前払費用 24 64

 ６ 繰延税金資産 949 623

 ７ その他 ※６ 42 66

  流動資産合計 13,391 36.9 7,538 16.0

Ⅱ 固定資産

 （１）有形固定資産

  １ 建物 0 ―

    減価償却累計額 0 0 ― ―

  ２ 工具器具備品 1 2

    減価償却累計額 1 0 1 0

   有形固定資産合計 0 0.0 0 0.0

 （２）無形固定資産

  １ 商標権 141 109

  ２ ソフトウェア 0 0

  ３ 電話加入権 3 1

   無形固定資産合計 144 0.4 110 0.2

 （３）投資その他の資産

  １ 投資有価証券 0 0

  ２ 関係会社株式 22,604 24,485

    ３ 関係会社社債 ※３ ― 15,000

  ４ その他の関係会社 
    有価証券

43 43

  ５ 出資金 0 0

  ６ その他 ※１ 0 41

   投資その他の資産合計 22,649 62.6 39,570 83.8

  固定資産合計 22,795 63.0 39,682 84.0

Ⅲ 繰延資産

 １ 新株発行費 19 ―

  繰延資産合計 19 0.1 ― ―

  資産合計 36,206 100.0 47,220 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 短期借入金 10,895 18,710

 ２ 1年以内返済予定 
   長期借入金

160 1,115

 ３ 未払金 ※６ 17 5

 ４ 未払費用 ※６ 13 44

 ５ 未払法人税等 13 1

 ６ 預り金 1 1

 ７ その他 ※６ 2 2

  流動負債合計 11,103 30.7 19,880 42.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 2,840 7,277

  固定負債合計 2,840 7.8 7,277 15.4

  負債合計 13,943 38.5 27,158 57.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 6,109 16.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 9,779 ―

 ２ その他資本剰余金 1,783 ―

  資本剰余金合計 11,563 31.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 4,633 ―

  利益剰余金合計 4,633 12.8 ― ―

Ⅳ 自己株式 ※５ △43 △0.1 ― ―

  資本合計 22,262 61.5 ― ―

  負債・資本合計 36,206 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 6,109 12.9

 ２ 資本剰余金

  (1) その他資本剰余金 ― 11,563

    資本剰余金合計 ― ― 11,563 24.5

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 8,372

    利益剰余金合計 ― ― 8,372 17.7

 ４ 自己株式 ― ― △5,983 △12.6

   株主資本合計 ― ― 20,061 42.5

   純資産合計 ― ― 20,061 42.5

   負債純資産合計 ― ― 47,220 100.0



②【損益計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ 受取配当金 ※１ 480 1,454

 ２ その他 ※１ 202 682 100.0 205 1,659 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ 商標権償却費 32 32

 ２ 販売費及び一般管理費 ※２ 258 290 42.5 268 300 18.1

   営業利益 392 57.5 1,358 81.9

Ⅲ 営業外収益

 １ 受取利息 124 438

 ２ 雑収入 16 140 20.6 17 456 27.5

Ⅳ 営業外費用

 １ 支払利息 178 748

 ２ 支払手数料 ― 45

 ３ 新株発行費償却 23 19

 ４ 証券代行手数料 18 23

 ５ 雑損失 5 226 33.1 11 847 51.1

   経常利益 307 45.0 967 58.3

Ⅴ 特別利益

 １ 償却債権取立益 40 25

 ２ 関係会社株式売却益 3,185 3,225 472.6 1,409 1,435 86.5

Ⅵ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※３ 11 11 1.7 2 2 0.1

   税引前当期純利益 3,521 515.9 2,399 2,399

   法人税、住民税及び 
   事業税

△1,081 △158.4 △1,664 △100.3

   法人税等調整額 590 △491 86.4 326 △1,338 19.7

    当期純利益 4,012 587.9 3,738 225.3

    前期繰越利益 621

    当期未処分利益 4,633



③【利益処分計算書】 
  

 
（注）日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 4,633

Ⅱ 利益処分額 ―

Ⅲ 次期繰越利益 4,633



④【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 6,109 9,779 1,783 11,563

事業年度中の変動額

 資本準備金の取崩 △9,779 9,779 ―

 当期純利益 ―

 自己株式の取得 ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △9,779 9,779 ―

平成19年３月31日残高(百万円) 6,109 ― 11,563 11,563

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 4,633 △43 22,262 22,262

事業年度中の変動額

 資本準備金の取崩 ― ―

 当期純利益 3,738 3,738 3,738

 自己株式の取得 △5,939 △5,939 △5,939

事業年度中の変動額合計(百万円) 3,738 △5,939 △2,201 △2,201

平成19年３月31日残高(百万円) 8,372 △5,983 20,061 20,061



重要な会計方針 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式及び関連会社株式 

     移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

  時価のないもの 

     移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式及び関連会社株式 

     同左 

 その他有価証券 

     同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

     定率法

     主な耐用年数は次のとおりであります。

      建物……………………５～15年

          工具器具備品…………４～８年

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

     定率法

     主な耐用年数は次のとおりであります。

      建物……………………６～15年

          工具器具備品…………５～６年

 (2) 無形固定資産

     定額法

なお、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しております。

 (2) 無形固定資産

     同左

３ 繰延資産の処理方法

 新株発行費…………３年間で毎期均等額以上を償却す

る方法によっております。

３ 繰延資産の処理方法

     同左

４ 引当金の計上基準

  貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、

  a)一般債権

貸倒実績率により、回収不能見込額を計上しておりま

す。

  b)貸倒懸念債権及び破産更生債権等

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

なお、貸倒引当金の計上額はありません。

４ 引当金の計上基準

  貸倒引当金

     同左 

５ リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

５ リース取引の処理方法

     同左

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

   税抜方式を採用しております。

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっており、資産に係る控除対象外

消費税等は、発生事業年度の期間費用としており

ます。

(2) 連結納税制度の適用

    連結納税制度を適用しております。

(2) 連結納税制度の適用

同左



会計処理の変更 

  

 
  
表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 固定資産の減損に係る会計基準

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)

を適用しております。これにより損益に与える影響

は有りません。

―――――――――― 
 
 
 
 
 
 
 

２ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日企業会計基準第５号)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日企業

会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

 なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額

は20,061百万円であります。

また、財務諸表等規則の改正により、当事業年度

における財務諸表は、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 「前払費用」は、前事業年度まで流動資産の「その 

  他」に含めて表示しておりましたが、内容を明瞭 

  に表示するため、区分掲記しております。なお、 

  前事業年度の「前払費用」は、４百万円でありま 

  す。

―――――――――― 
 
 



注記事項 
(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 
※１

――――――――――  
※１ 投資不動産の減価償却累計額 1百万円

 

 ２ 偶発債務

(1) 関係会社のリース取引に対する保証

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター 39百万円

 

 

 ２ 偶発債務

(1) 関係会社のリース取引に対する保証

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター 154百万円

㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチ 615百万円

(2) 関係会社の借入金に対する保証

㈱マイダスキャピタル 1,221百万円

――――――――――

※３ 関係会社社債 

平成18年10月27日に㈱メサイア・インベストメン

ト(現㈱ＳＦＣＧ)が発行する円建他社株償還特約

付社債を取得いたしました。その内容は次の通り

であります。

①発行口数：150百万口

②買取口数：150百万口

③買取価格：1株につき100円

④利  率：1.0％

⑤主な特約事項：

対象株式は㈱Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス

普通株式で、行使価格2,080円/(7,211,500

株)となっており、任意繰上償還条項がつい

ております。

 

※４ 会社が発行する株式の総数

普通株式 100,000,000株

   発行済株式総数

普通株式 33,137,822株

 

 
――――――――――

※５ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式15,672

株であります。

 

――――――――――

 

※６ 関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

流動資産

売掛金 24百万円

 未収入金 1,088百万円

 

 

※６ 関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

流動資産

売掛金 17百万円

未収入金 65百万円

その他 1百万円

流動負債

未払金 3百万円

未払費用 1百万円

その他 0百万円

 



(損益計算書関係) 
  

 
  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加のうち主なものは、市場取引等による株式の取得3,001千株であります。 

  

  

(リース取引関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社におけるリース取引はありません。 
  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社におけるリース取引はありません。 
  
  
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
※１ 関係会社への売上高 682百万円

 
 
※１ 関係会社への売上高 1,659百万円

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

支払手数料 63百万円

役員報酬 45百万円

給料手当 42百万円

旅費交通費 17百万円

事務用品費 12百万円

減価償却費 2百万円

租税公課 31百万円

おおよその割合

 販売費 0％

 一般管理費 100％

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

支払手数料 77百万円

役員報酬 37百万円

給料手当 63百万円

法定福利費 8百万円

事務用品費 15百万円

地代家賃 9百万円

租税公課 20百万円

おおよその割合

販売費 0％

一般管理費 100％

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物 6百万円

工具器具備品 1百万円

電話加入権 4百万円

     計 11百万円
 

※３ 固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

建物 0百万円

電話加入権 2百万円

    計 2百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 15 3,001 ― 3,017



(有価証券関係) 

  
前事業年度(平成18年３月31日) 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  
  
当事業年度(平成19年３月31日) 

  
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

  

(税効果会計関係) 
  

 
  

  

内容
貸借対照表計上額 

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 1,140 6,768 5,628

合計 1,140 6,768 5,628

内容
貸借対照表計上額 

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 1,140 5,001 3,861

合計 1,140 5,001 3,861

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   繰延税金資産
    繰越欠損金 3,289百万円
    貸倒損失計上否認 141百万円
    その他 9百万円
   繰延税金資産小計 3,440百万円
   評価性引当額 △2,491百万円
   繰延税金資産合計 949百万円
   繰延税金資産の純額 949百万円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産      949百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   繰延税金資産
   繰越欠損金 909百万円
   その他 5百万円
  繰延税金資産小計 915百万円
  評価性引当額 △291百万円
  繰延税金資産合計 623百万円
  繰延税金資産の純額 623百万円

 

 

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産      623百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 法定実効税率 40.7％

  (調整)

  評価性引当額の減少 △23.8％

  連結法人税個別帰属額 △30.9％

  その他 0.1％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

△13.9％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

 受取配当金等永久に益
 金に算入されない項目

△18.5％

 評価性引当額の減少 △91.6％

 連結納税制度適用に伴  
 う影響

13.6％

 その他 0.0％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

△55.8％



  

  

(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり純資産額 672.14円

１株当たり当期純利益 121.13円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

１株当たり純資産額 666.06円

１株当たり当期純利益 120.45円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ― 20,061

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 20,061

普通株式の発行済株式総数(千株) ― 33,137

普通株式の自己株式数(千株) ― 3,017

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株)

― 30,120

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益（百万円） 4,012 3,738

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,012 3,738

期中平均株式数(千株) 33,124 31,040



(重要な後発事象) 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．㈱ティエルシィの子会社化について
当社は、平成18年４月13日開催の取締役会で株式会社

ティエルシィが発行する第三者割当の新株引受けを決議
いたしました。本新株引受けにより、当社は、株式会社
ティエルシィの株式の50.08％を取得し、同社は当社の
子会社となりました。株式会社ティエルシィは、植物採
取原料を基にした自然素材の基礎化粧品の製造販売を主
力事業としており、当社の子会社である、マルマンバイ
オ株式会社（健康食品・ヘルスケア事業）との親和力が
強く、将来のシナジー効果が見込めます。
新株引受の内容は、下記の通りであります。
① 発行する新株式数 普通株式 301株
② 引受株式数    301株

（新株式発行後総数の 50.1%)
③ 引受価格     1株につき 100,000円
④ 引受価額の総額  30,100,000円
⑤ 払込期日     平成18年4月19日

１．㈱ＫＥホールディングスとの合併について
当社は、平成19年５月23日の取締役会において、平成

19年10月１日を期して、下記の通り株式会社ＫＥホール
ディングスと合併する決議をいたしました。 
なお、当合併については、平成19年６月27日開催の当社
定時株主総会において、合併契約が承認可決されており
ます。
(1) 合併の目的

グループ102社構想を加速度的に実現していくた
めには、株式会社ＳＦＣＧと当社及び株式会社ＫＥ
ホールディングスの複雑に入り組んでいる資本構造
及び人的構造を整理して、当社にホールディング・
カンパニーとしての経営資源を集約する事がベスト
な選択であると考える次第であります。 
そこで今回の合併により、当社はその複雑であるグ
ループ間支配関係をシンプルに改め、管理体制を当
社に一元化することにより、名実ともに当社をグル
ープにおける中核ホールディング・カンパニーとす
ることを目的とします。

(2) 合併方法
  当社を存続会社とする吸収合併で、株式会社Ｋ

  Ｅホールディングスは解散いたします。
(3) 合併後の会社の名称
 株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス

(4) 合併比率 １：31,849.84
      (第三者機関による算定の結果を参考 

        に、合併当事者間で協議の上、上記 
        合併比率を決定いたしました。)
(5) 発行する新株式数等
      普通株式 63,699,680株

(6) 増加すべき資本等
      合併による資本金及び総資産等への影

        響は、現在精査中であります。
(7) 相手会社の概要（平成18年７月末現在）

① 主な事業内容
  子会社管理業・不動産賃貸業

② 純資産      1,394百万円
③ 総資産      1,402百万円
④ 売上高        461千円
⑤ 当期損失     21,561千円
⑥ 従業員数        10名
  (⑥：平成19年5月22日現在)

※ 株式会社ＫＥホールディングスは、株式会社ケ
ン・エンタープライズより新設分割により、
平成18年７月１日に設立された会社でありま
す。但し、上記の数値は株式会社ケン・エンタ
ープライズの報告に基づいております。

(8) 合併の時期
       平成19年10月１日（予定）

(9) 配当起算日
       平成19年10月１日（予定）

(10) その他
 本合併によって、株式会社ＳＦＣＧが株式会社 

   Ｔ・ＺＯＮＥホールディングスの子会社となるこ 
   とによって、子会社が親会社となる株式会社Ｔ・ 
   ＺＯＮＥホールディングスの株式を保有すること 
   になります。これについては、法定期限内に第三 
   者への売却をするなどして解消することを予定し 
   ております。   



  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――
２．特定の株主からの自己株式取得について

当社は、平成19年５月29日の取締役会において、当社
定時株主総会に、会社法第160条第１項の規定により、
「特定の株主からの自己株式取得の件」を付議するとこ
を決議いたしました。 
なお、本自己株式の取得については、平成19年６月27日
開催の当社定時株主総会において、承認可決されており
ます。
(1) 取得の理由

機動的な企業再編のため、下記のとおり株式を取

得するものであります。

(2) 取得する株式の種類

        普通株式

(3) 取得する株式の数

        上限7,211,500株

(4) 決済方法

        金銭

(5) 支払代金

        上限15,000,000,000円

(6) 取得する相手方

        ㈱ＳＦＣＧ

(7) 株式を取得することができる期間

      本定時株主総会終結の日の翌日から

      平成20年３月31日まで



⑤【附属明細表】 
  

【有価証券明細表】 
  

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により
記載を省略しております。 

  
  

【有形固定資産等明細表】 
(百万円) 

 
(注) 当期減少額のうち主なものは電話加入権の評価損によるものである。 

  

  

【引当金明細表】 

  
該当ありません。 

  

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額

当期償却額
差引当期末

残高

有形固定資産

 建物 0 ― 0 ― ― 0 ―

 工具器具備品 1 0 ― 2 1 0 0

  有形固定資産計 2 0 0 2 1 0 0

無形固定資産

 商標権 320 ― ― 320 210 32 109

 ソフトウェア 0 ― ― 0 0 0 0

 電話加入権 3 ― 2 1 ― ― 1

  無形固定資産計 323 ― 2 321 210 32 110

繰延資産

新株発行費 69 ― ― 69 69 19 ―

  繰延資産計 69 ― ― 69 69 19 ―



(2)【主な資産及び負債の内容】 
①現金及び預金 

  

 
  

②売掛金 
○相手先別内訳 

 
  

○売掛金回収及び滞留状況 

 
  

③関係会社短期貸付金 
  

 
  

種別 金額(百万円)

現金 0

預金

当座預金 171

普通預金 308

別段預金 0

計 480

合計 480

相手先名 金額(百万円)

㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 5

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ 3

㈱Ｔ・ＺＯＮＥコールセンター 1

㈱ジャスティス債権回収 1

㈱マイダスキャピタル 1

㈱ＭＡＧ 1

その他 2

合計 17

期首残高 
(百万円) 

Ａ

当期発生高 
(百万円) 

Ｂ

当期回収高
(百万円) 

Ｃ

差引期末残高
(百万円) 

Ｄ

回収率(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留日数(日)

(Ａ＋Ｄ)÷２
×30

Ｂ÷12

24 515 521 17 96.7 14.9

相手先名 金額(百万円)

㈱マイダスキャピタル 3,400

㈱Ｔ・ＺＯＮＥリサーチ 950

㈱ジャック・アンド・ベティー・マーケティング 10

合計 4,360



④関係会社株式 
  

 
  

⑤関係会社社債 
  

 
(注)１．㈱メサイア・インベストメントは平成19年１月16日に㈱ＳＦＣＧに吸収合併され消滅いたしました。 

なお、当該社債は㈱ＳＦＣＧに承継されております。 
２．取得年月、利率等については「第５ 経理の状況」「２ 財務諸表等」「注記事項」の「(貸借対照表

関係)※３」に記載しております。 

  

⑥短期借入金 

  

 
  

⑦長期借入金 
  

 
  

銘柄 金額(百万円)

㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 14,363

㈱イーマックス 2,443

㈱マイダスキャピタル 1,666

マルマン㈱ 1,140

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィ 791

㈱ＭＡＧ 594

㈱ジャスティス債権回収 500

㈱ジャック・アンド・ベティー・トレーディング 1,134

㈱プロパティーマネージメント 1,400

その他 452

合計 24,485

銘柄 金額(百万円)

㈱メサイア・インベストメント円建他社株償還特約付社債 15,000

合計 15,000

相手先名 金額(百万円)

東京短資㈱ 6,300

大阪証券金融㈱ 4,000

中部証券金融㈱ 2,500

日証金信託銀行㈱ 2,000

バンコック銀行 1,400

東京リース㈱ 2,510

合計 18,710

相手先名 金額(百万円)

オリックス㈱ 4,597

㈱関西アーバン銀行 2,680

合計 7,277



(3)【その他】 

記載事項はございません。 

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に

応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の受渡請求をする
権利以外の権利を有しておりません。 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月27日

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき300円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 本店および全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。やむを得ない事由により、電子公告によることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。なお、電子公告は当社ホーム
ページに掲載するものとし、そのアドレスは次のとおりです。 
 http://www.hd.tzone.co.jp



 
  

  

  

株主に対する特典

 

毎年3月31日現在の株主及び実質株主に対し、優待券を年1回、以下の基準により発行し
ます。

(1) 贈呈基準

株の保有年数に応じて3年後迄は以下のとおり優待券の金額を増やし、4年目以降
は3年目と同額の優待券の贈呈します。
また、1,000株以上を3年以上保有された株主様には優待券に加えて1万円相当の商

品を、同様に1万株以上を3年以上保有された株主様には同5万円相当の商品を贈呈し
ます。

1年未満 1年以上 2年以上 3年以上
100～ 
1,000株未満

1,000円分 1,500円分 2,000円分 2,500円分

1,000～
1万株未満

3,000円分 4,000円分 5,000円分 5,000円分＋ 
追加ボーナス 
(1万円相当商品)

1万株以上 5,000円分 10,000円分 15,000円分 15,000円分＋ 
追加ボーナス 
(5万円相当商品)

(2) 取扱商品

㈱Ｔ・ＺＯＮＥストラテジィの店頭商品及び同会社のホームページ（ＨＰ）
掲載商品

(3) ご利用方法

当社より対象株主様に優待券を郵送し、通常のオンラインショッピング
（通販方式）でＴ・ＺＯＮＥ ＰＣ ＤＩＹ ＳＨＯＰの商品をご購入いただきます。
なお、優待券は代金の一部として精算させていただき、お釣りはお出しできませ

ん。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

(1) 当社の親会社等の名称、株式の所有者別状況、大株主の状況及び役員の状況、計算書類等 

  

① 親会社等の名称 

株式会社ＫＥホールディングス 

  

② 所有者別状況 

平成19年３月31日現在 

 
  

③ 大株主の状況 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計個人
以外

個人

株主数 
(人)

― ― ― ― 2 ― 4 6 ―

所有株式数 
(株)

― ― ― ― 187 ― 1,813 2,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― 9.37 ― 90.63 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

大島 健伸 渋谷区松濤 676 33.80

大島 嘉仁 渋谷区松濤 538 26.92

大島 由里子 渋谷区松濤 418 20.94

Wilpon 由貴 Onslow Gardens London,UK 179 8.97

BERNARD HOLDINGS CORP BRITISH VIRGIN ISLAND 147 7.37

HUCKLEBERRY LIMITED BELIZE CITY,BELIZE 39 2.00

計 ― 2,000.0 100.00



④ 役員の状況 
  

 
   (注) １．取締役の任期は、会社設立時から平成19年７月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

２．監査役の任期は、会社設立時から平成21年７月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

  

  

⑤ 計算書類等 

当該記載に代えて当報告書に添付しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表 

取締役
社長 大島 健伸 昭和23年2月26日生

昭和45年４月 三井物産㈱入社

(注）１ 676

昭和53年12月
㈱商工ファンド（現㈱ＳＦＣＧ）設立 

代表取締役社長（現任）

昭和56年６月 ㈱ケン・エンタープライズ取締役(現任)

平成17年９月 当社取締役会長（現任）

平成18年７月
㈱ＫＥホールディングス 

代表取締役社長（現任）

取締役 吉田 直樹 昭和39年12月７日生

昭和63年４月 ㈱リクルート入社

(注）１ ―

昭和63年10月 秀和㈱入社

平成４年４月
メリルリンチ・アンド・カンパニー・ 

インク・リミテッド入社

平成８年１月
マッキンゼー・アンド・カンパニー・ 

インク・ジャパン入社

平成９年９月 ユニオン・バンケール・プリヴェ㈱入社

平成13年10月 オプティマ・キャピタル㈱取締役

平成14年９月
㈱オルタレゴ・コンサルティング設立 

代表取締役社長（現任）

平成14年11月 ㈱ケン・エンタープライズ取締役（現任）

平成15年12月 当社代表取締役社長

平成15年12月
㈱Ｔ・ＺＯＮＥキャピタル 

代表取締役社長（現任）

平成16年６月 当社代表取締役会長

平成17年９月 当社代表取締役社長（現任）

平成18年７月 ㈱ＫＥホールディングス取締役（現任）

取締役 菊池 渡 昭和32年6月15日生

昭和55年４月 ウェラジャパン㈱入社

(注）１ ―

昭和57年６月 ㈱ＳＦＣＧ入社

昭和63年６月 ㈱ＳＦＣＧ取締役

平成元年９月 ㈱ＳＦＣＧ取締役退任

平成２年６月 ホーミング㈱入社

平成７年４月
㈱ジャパンエイブルハウス 

（現㈱フルハウス）代表取締役社長（現任）

平成14年９月 ㈱ＳＦＣＧ常勤監査役

平成13年10月 ㈱ＳＦＣＧ取締役（現任）

平成13年10月 ㈱ＳＦＣＧ企画業務部長

平成16年２月 ㈱ＳＦＣＧ経営企画部長

平成17年11月 ㈱ＳＦＣＧ専務執行役員 経営管理本部長

平成18年６月 当社取締役（現任）

平成18年７月 ㈱ＫＥホールディングス取締役（現任）

監査役 鶴田 宣廣 昭和10年10月5日生

昭和36年4月 日興證券㈱入社      

(注）２ ―

平成７年１月 ㈱ニッシン入社

平成８年６月 同社常勤監査役

平成12年３月 ㈱マイダスキャピタル取締役

平成15年12月 当社常勤監査役（現任）

平成18年７月 ㈱ＫＥホールディングス監査役（現任）

計 676



２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第３１期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

平成18年６月29日関東財務局長に提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第３２期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

平成18年12月28日関東財務局長に提出 

  

(3) 半期報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(２) 半期報告書の訂正報告書） 

平成19年５月21日関東財務局長に提出 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（提出会社の親会社の異動及び主

要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書 

平成18年７月３日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（提出会社の親会社の異動及び主

要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書 

平成19年１月16日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報

告書 

平成19年５月21日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（提出会社の合併）の規定に基づく臨時

報告書 

平成19年５月24日関東財務局長に提出 

  

(5)自己株券買付状況報告書  

平成19年６月15日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 Ｔ・ＺＯＮＥ ホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｔ・ＺＯＮ

Ｅホールディングスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｔ・Ｚ

ＯＮＥホールディングス及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社ティエルシィの株式の50.08％を取得し、同社は会社の子会社となった。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２７日

株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｔ・ＺＯＮ

Ｅホールディングスの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｔ・Ｚ

ＯＮＥホールディングス及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及び金融

商品会計に関する実務指針の改正が適用されることとなるため、この基準により財務諸表を作成している。 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社ＫＥホールディングスとの合併、特定の株主からの自己株式取得につい

ての決議を、連結子会社はその自己株式取得についての決議をそれぞれ行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 Ｔ・ＺＯＮＥ ホールディングス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｔ・ＺＯＮ

Ｅホールディングスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｔ・ＺＯＮ

Ｅホールディングスの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社ティエルシィの株式の50.08％を取得し、同社は会社の子会社となった。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２７日

株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｔ・ＺＯＮ

Ｅホールディングスの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｔ・ＺＯＮ

Ｅホールディングスの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準が適用される

こととなるため、この基準により財務諸表を作成している。 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社ＫＥホールディングスとの合併、特定の株主からの自己株式取得につい

ての決議を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 
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